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第１章 計画の策定にあたって

１ 計画策定の背景と目的

我が国における急速な少子・高齢化は、労働力人口の減少や社会保障負担

の増加といった、社会経済への深刻な影響を招くものとして懸念されていま

す。また、こどもや若者を取り巻く状況として、児童虐待、ひきこもり等の

家庭をめぐる問題、つながりの希薄化にともなう地域社会をめぐる問題、イ

ンターネット利用の拡大にともなう情報通信環境をめぐる問題、ニートなど

に代表される就業をめぐる問題などが、依然として解決するべき課題として

残されている状況です。さらに、自殺やいじめなど生命・安全の危機、子育

て家庭の孤立化、格差拡大などの問題もここ数年で新たに顕在化し始めてい

ると指摘されています。これらの問題に対して、ＳＤＧｓの推進、多様性と

包摂性ある社会の形成、ＤＸの推進などさまざまな取組が行われています。

このような社会情勢を背景に、国は、平成２４年８月に「子ども・子育て

支援法」をはじめとする子ども・子育て関連３法を成立させ、平成２７年４

月から、幼児期の教育・保育、地域の子育て支援の量の拡充や質の向上を進

める「子ども・子育て支援新制度」がスタートしました。また、こども貧困

対策においては、平成２６年１月に「子どもの貧困対策の推進に関する法律」

が施行され、「子どもの貧困対策に関する大綱」が平成２６年８月に閣議決

定されています。さらに、こども・若者を取り巻く環境の悪化や社会生活を

円滑に営む上での困難さを有するこども・若者の問題が深刻な状況にあるこ

とを踏まえ、こども・若者育成支援施策の総合的推進を図るため、平成２２

年４月制定された「子ども・若者育成支援推進法」のもと、平成２８年２月

に新たに「子供・若者育成支援推進大綱」が策定されました。

近年の重要な展開としては、「こども基本法」が、こども施策を社会全体

で総合的かつ強力に推進していくための包括的な基本法として、令和４年６

月に成立し、令和５年４月に施行されました。

また、同じく令和５年４月に、こどもとこどものある家庭に対する総合的

な支援、こどもの権利利益の擁護に関する事務等を行う機関としての「こど

も家庭庁」が発足しています。

「こども基本法」は、日本国憲法、児童の権利に関する条約（以下「子ど

もの権利条約」という。）の精神にのっとり、次代の社会を担う全てのこど

もが、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立した個人としてひとしく健

やかに成長することができ、心身の状況、置かれている環境等にかかわらず、

その権利の擁護が図られ、将来にわたって幸福な生活を送ることができる社

会の実現を目指すもので、市町村においては、国の大綱と都道府県の計画を

勘案し、自治体における施策や地域資源、こどもや子育て当事者等の意見を

反映した「こども計画」を策定することが努力義務とされました。

令和５年１２月には、「こども基本法」の理念に基づき、こども政策を総

合的に推進するための政府全体のこども施策の基本的な方針等を定める「こ

ども大綱」が閣議決定され、「こどもまんなか社会」の実現を目指すことが

掲げられました。

全てのこども・若者が、日本国憲法、こども基本法及びこどもの権

利条約の精神にのっとり、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立

した個人としてひとしく健やかに成長することができ、心身の状況、

置かれている環境等にかかわらず、ひとしくその権利の擁護が図られ、

身体的・精神的・社会的に将来にわたって幸せな状態（ウェルビーイ

ング）で生活を送ることができる社会

政府の動きとしては、令和５年１月に首相が表明した「異次元の少子化対

策」により、少子化問題は待ったなしの課題とされ、こども政策を体系的に

取りまとめ、将来的なこども予算倍増に向けた大枠を提示していく考えが示

され、「こども未来戦略会議」が設置されました。令和６年２月に閣議決定

された「子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律案」は、令和５年６

月の「こども未来戦略方針」、同12月の「こども未来戦略」等、これまで継

続して議論を深めてきたこども・子育て政策を取りまとめたもので、（1）ラ

イフステージを通じた経済的支援の強化、（2）全てのこども・子育て世帯へ

の支援の拡充、（3）共働き・共育ての推進の3本柱で、「加速化プラン」の具

☆こどもまんなか社会☆
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体的な施策が盛り込まれました。

本市では、平成２６年１２月に「青梅市子ども・子育て支援事業計画」を、

令和２年３月に「第２期青梅市子ども・子育て支援事業計画」を策定し、計

画の基本方針を「次代を担う子どもをみんなで育むまち」とし、多様化する

子育てニーズに対応し、子どもの健やかな成長、子育て支援のための各施策

を推進してきました。

令和５年４月からスタートした「第７次青梅市総合長期計画」では、基本

理念および取り組むべき施策の基本事項を定めた「青梅市こども基本条例」

を制定し、全ての子どもが誰一人取り残されることなく、将来への希望をも

って健やかに育っていく地域社会を実現する「こどもがまんなかのまちづく

り」を掲げ、こども・若者に重点をおいた施策を展開していく方向性を示し

ました。

令和６年３月には「青梅市こどもまんなか応援基金」を設置し、令和６年

度から学校給食費の無償化や保育園の副食費補助など、独自の子育て支援施

策に取り組んでいます。

国の動向と青梅市総合長期計画の施策の方向性を踏まえ、全てのこども・

若者が身体的・精神的・社会的に幸福な生活を送ることができる社会の実現

に向けて、ここに「青梅市こども計画」を策定することとしました。
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２ 計画の位置づけ

本計画は、こども基本法第１０条に基づく「市町村こども計画」として、

こども基本法の基本理念を踏まえ策定するものです。

【こども基本法の基本理念】

１ 全てのこどもについて、個人として尊重され、その基本的人権が保障

されるとともに、差別的取扱いを受けることがないようにすること。

２ 全てのこどもについて、適切に養育されること、その生活を保障され

ること、愛され保護されること、その健やかな成長及び発達並びにその

自立が図られることその他の福祉に係る権利が等しく保障されるとと

もに、教育基本法（平成十八年法律第百二十号）の精神にのっとり教育

を受ける機会が等しく与えられること。

３ 全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、自己に直

接関係する全ての事項に関して意見を表明する機会及び多様な社会的

活動に参画する機会が確保されること。

４ 全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、その意見

が尊重され、その最善の利益が優先して考慮されること。

５ こどもの養育については、家庭を基本として行われ、父母その他の保

護者が第一義的責任を有するとの認識の下、これらの者に対してこども

の養育に関し十分な支援を行うとともに、家庭での養育が困難なこども

にはできる限り家庭と同様の養育環境を確保することにより、こどもが

心身ともに健やかに育成されるようにすること。

６ 家庭や子育てに夢を持ち、子育てに伴う喜びを実感できる社会環境を

整備すること。

また、本計画はこども施策の基本方針を定めた「こども大綱」を踏まえて

います。

【こども大綱が示すこども施策に関する基本的な方針】

１ こども・若者を権利の主体として認識し、その多様な人格・個性を尊

重し、権利を保障し、こども・若者の今とこれからの最善の利益を図る。

２ こどもや若者、子育て当事者の視点を尊重し、その意見を聴き、対話

しながら、ともに進めていく。

３ こどもや若者、子育て当事者のライフステージに応じて切れ目なく対

応し、十分に支援する。

４ 良好な成育環境を確保し、貧困と格差の解消を図り、全てのこども・

若者が幸せな状態で成長できるようにする。

５ 若い世代の生活の基盤の安定を図るとともに、多様な価値観・考え方

を大前提として若い世代の視点に立って結婚、子育てに関する希望の形

成と実現を阻む隘路（あいろ）の打破に取り組む。

６ 施策の総合性を確保するとともに、関係省庁、地方公共団体、民間団

体等との連携を重視する。

本計画は、次世代育成支援対策推進法第８条に基づく「市町村行動計画」

と、子ども・子育て支援法第６１条に基づく「子ども・子育て支援事業計画」、

子どもの貧困対策の推進に関する法律に基づく「子どもの貧困対策推進計

画」、子ども・若者育成支援推進法にもとづく「市町村子ども・若者計画」

を包含するものです。

本計画は、青梅市総合長期計画を上位計画とするとともに、こども・子育

てに関連する分野の部門別計画として、青梅市地域福祉計画、青梅市教育推

進プラン、青梅市ジェンダー平等推進計画などとの整合を図るものです。

さらに、本計画は働きながら結婚、出産、子育ての希望を実現することが

できる環境を整え、仕事と子育てが両立できる雇用環境を推進する「青梅市

特定事業主行動計画」と連携を図ります。

計画を推進していくために、子ども・子育て会議および青梅市こども・子

育て施策庁内推進委員会、東京都や児童相談所等の行政機関、民生委員・児

童委員協議会や子育てに関係する市民活動団体等との連携、そして、地域の

方たちとの協力を図ります。
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３ 計画の対象年齢

本計画では、計画の対象となる「こども」を特定の年齢にある者と定める

のではなく、「心身の発達の過程にある者」全てと定めています。本計画は、

こども・若者がそれぞれのライフステージ、それぞれの状況下において社会

で幸せに暮らしていけるように支えていくことを目指すものであり、こども

や若者への支援が特定の年齢によって途切れることがないようにするため、

このような考え方をとっています。

なお、包含する各計画にかかる事業については、各法律または従前の計画

にもとづく対象者および年齢とします。

４ 計画の期間

本計画は、令和７年度から令和１１年度までを計画期間とします。

なお、計画内容と実態がかけ離れた場合は、計画の中間年において計画の

見直しを行うものとします。

計画名 根拠法令 対象者・年齢

こども計画 こども基本法 心身の発達の過程にある者全て

子ども・子育て

支援事業計画

子ども・子育て支援法 １８歳に達する日以後の最初の３月３１日ま

での間にある者

市町村行動計画 次世代育成支援

対策推進法

男女ともに仕事と育児・介護を両立できるよ

うにするための計画で、年齢の設定は無い

市町村子ども・若

者計画

子ども・若者育成

支援推進法

「子ども」は１８歳未満、

「若者」は１８歳～３９歳まで

子どもの貧困対策

推進計画

子どもの貧困対策

推進法

法に定めは無く、市では従前の計画にもとづ

き、１８歳に達する日以後の最初の３月３１

日までの間にある者とする。

令和６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度

【 上位計画、関連法等との関係 】

第７次青梅市総合長期計画 子どもの権利条約

第９期高齢者保健福祉計画

・介護保険事業計画

第６期障害者計画

第３期障害児福祉計画

第７期障害福祉計画

重層的支援体制整備事業計画 他
【国】

こども基本法

こども大綱

子ども・子育て支援法

次世代育成支援

対策推進法

子ども・若者育成

支援推進法

子どもの貧困対策

推進法

子ども・子育て支援事業計画

市町村行動計画

市町村子ども・若者計画

子どもの貧困対策推進計画

青梅市こども計画

整合

策定

第５期青梅市地域福祉計画
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５ 計画の策定体制

（１） 青梅市子ども・子育て会議による審議

青梅市では、計画の策定に当たって、子育て世代の意見を反映するととも

に、こどもたちを取り巻く環境や子育て家庭の実情を踏まえた計画とするた

め、市民、事業主、学識経験者および子ども・子育て支援に関する事業の関

係者等で構成する青梅市子ども・子育て会議へ「青梅市こども計画の策定」

について諮問しました。

青梅市子ども・子育て会議において本計画の内容について保護者、学識経

験者、事業者などの幅広い立場や視点で協議を行い、市への答申を受けて策

定しました。

令和６年４月１５日 市長から、子ども・子育て会議へ諮問

以降、令和７年〇月〇日まで会議を７回開催

令和７年〇月〇日 子ども・子育て会議から、市長へ答申

（２） 青梅市こども・子育て施策庁内推進委員会および
同部会による策定作業

市では、こども計画の策定にあたり、庁内に設置していた従来の「青梅市子

ども・子育て支援事業計画検討委員会」の枠組みを活用し、新たに「青梅市こど

も・子育て施策庁内推進委員会」を令和６年５月１３日に設置しました。

この委員会では、部会を設置し、施策や事業の検討、計画の策定作業を行い

ました。

こども・子育て施策庁内推進委員会 〇回実施

こども・子育て施策庁内推進部会 〇回実施

（３） アンケート調査等の実施

本計画を策定するための基礎資料を得るため、アンケート調査を実施し、

子育て支援に関するサービスの利用状況や今後の利用希望、市民の子育てに

関する意識、こども・若者の意見を調査しました。

また、こども・若者との対話を通じた意見交換を行いました。

①こども・子育て推進に関する実態調査

調査期間 令和５年８月４日～令和５年９月１０日

調査対象 令和５年７月１日現在の市民で、以下に該当する保護者および

中高生から、各地域の人口を勘案したうえで、無作為抽出しま

した。

調査方法 郵送配布・郵送回収およびインターネット回答

回収状況

詳細結果 別冊「こども・子育て推進に関する実態調査 調査結果報告書

（令和６年３月）」

対象者 配布数

保護者 就学前のこどもの保護者の方 1,000 名

就学児童の保護者の方 1,000 名

中学生の保護者の方 500 名

高校生（相当年齢者含む）の保護者の方 500 名

本人 中学生の方 500 名

高校生（相当年齢者含む）の方 500 名

対象者 配布数 有効回答数（うち web) 有効回答率

保護者 3,000 通 1,225通(398通) 40.8％

中高生 1,000 通 258通 (79通) 25.8％
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②こどもアンケート

こどもの権利に関する意識や市がどんなまちになるとよいか、などにつ

いての考えを、WEBアンケートにより聴取しました。

期間 令和６年７月５日～２１日

対象 市内在住・在学の小学生～１８歳

意見数 小学生674名、中学生208名、高校生等（18歳まで）211名

計1,093名

詳細結果 別冊「こどもアンケート結果報告書（令和６年１１月）」

③若者アンケート

生活状況や結婚、支援などについての考えを、WEBアンケートにより聴

取しました。

期間 令和６年１０月２２日～２７日

対象 市内在住の１８歳～３９歳

回答数 ○件

詳細結果 別冊「若者アンケート結果報告書（令和６年１１月）」

④懇談会の実施

こどもたちとの対話を通じた意見交換を行い、計画に反映しました。

〇月〇日

高校生○名、若者○名 計○名 参加

（４） 計画に対する意見聴取

計画の策定に当たっては、計画案に対する意見を聴取しました。なお、こ

ども大綱では基本的な方針として「こどもや若者、子育て当事者の視点を尊

重し、その意見を聴き、対話しながら、ともに進めていく」ことが掲げられ

ています。その点を踏まえ、意見聴取においては、こどもや子育て当事者が

意見を表明しやすい環境づくりを行い、適切に意見を聞き取り反映すること

に重点を置きました。

パブリックコメント

計画素案に対する意見を、市民の皆様から聴取しました。

令和６年１２月○日～○日 意見数 ○件
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６ 国や都の動向

本計画の策定にあたり、関係する法令等や国および都の動向を整理し

ました。

年

度
法律・制度等 主な内容

平

24

子ども・子育て

関連３法の成立

〇子ども・子育て支援法

〇認定こども園法の一部改正法

〇子ども・子育て支援法及び認定こども園法の一部改正

法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律

25

子どもの貧困対

策の推進に関す

る法律

〇教育の支援、生活の支援、就労の支援、経済的支援等

の施策による、子どもの貧困対策の総合的な推進

26

次世代育成支援

対策推進法の延

長

〇次世代育成支援対策のさらなる推進・強化のため、令

和７年３月までの 10 年間の時限法として延長

放課後子ども総

合プランの策定

〇すべての児童の安心・安全な活動の場の確保のため、

放課後児童クラブと放課後子供教室の一体型を中心

とした計画的な整備等の推進

子供の貧困対策

に関する大綱

〇子どもの貧困対策の推進に関する法律に基づき、子ど

もの貧困対策を総合的に推進するため、大綱を策定

保育士確保プラ

ンの策定

〇平成 29 年度末において必要となる保育士について、

新たに必要となる 6.9 万人の保育士を確保するため

の新たな取り組みを講じる

少子化社会対策

大綱の改定

〇少子化社会対策基本法に基づく総合的かつ長期的な

少子化に対処するための施策の指針の改定

27

子ども・子育て

支援新制度

〇認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付

〇認定こども園制度の改善

〇地域の実情に応じた子ども・子育て支援の充実

子供・若者育成

支援推進大綱

〇子ども・若者育成支援施策に関する基本的な方針を提

示

年

度
法律・制度等 主な内容

29

子育て安心プラ

ンの策定

〇令和２年度末までに全国の待機児童を解消、待機児童

ゼロを維持しつつ女性の就業率 80％を達成

新しい経済政策

パッケージの策

定

〇「子育て安心プラン」の前倒しによる待機児童解消、幼

児教育・保育の無償化等の政策を盛り込む

30

新・放課後子ど

も総合プランの

策定

〇放課後児童クラブの待機児童を令和３年度までに解消

〇放課後児童クラブと放課後子供教室の一体型を１万か

所以上で実施することを目指す

令

元

子どもの貧困対

策の推進に関す

る法律の一部改

正

〇目的の充実により、こどもの将来だけでなく現在に向

けた対策であること等を明記

〇市町村に対し、貧困対策計画を策定する努力義務を課

す

子ども・子育て

支援法の一部改

正（幼児教育・保

育の無償化）

〇主に認定こども園、幼稚園、保育所等を利用する、３歳

から５歳までのこどもの利用料及び住民税非課税世帯

の０歳から２歳までのこどもの利用料が無償化

子供の貧困対策

に関する大綱の

改訂

〇法律の一部改正を踏まえて、こどもを第一に考えた支

援を包括的・早期に実施するなどの目的で大綱を策定

３
東京都子ども基

本条例の制定

〇「子どもの権利条約」の精神にのっとり、こどもを権利

の主体として尊重し、こどもの最善の利益を最優先に

するという基本理念のもと、こどもの安全安心、遊び

場、居場所、学び、意見表明、参加、権利擁護等多岐に

わたるこども政策の基本的な視点を一元的に規定

４

児童福祉法等の

一部を改正する

法律

〇児童虐待の相談対応件数の増加など、子育てに困難を

抱える世帯がこれまで以上に顕在化してきている状況

等を踏まえ、子育て世帯に対する包括的な支援のため

の体制強化等を行う
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年

度
法律・制度等 主な内容

５

こども基本法の

施行

〇日本国憲法および児童の権利に関する条約の精神に

のっとり、全てのこどもが、将来にわたって幸福な生活

を送ることができる社会の実現を目指し、こども政策

を総合的に推進する

こども家庭庁の

発足

〇こどもが自立した個人としてひとしく健やかに成長す

ることのできる社会の実現に向け、子育てにおける家

庭の役割の重要性を踏まえつつ、こどもの年齢及び発

達の程度に応じ、その意見を尊重し、その最善の利益

を優先して考慮することを基本とし、こども及びこど

ものある家庭の福祉の増進及び保健の向上その他の

こどもの健やかな成長及びこどものある家庭における

子育てに対する支援並びにこどもの権利利益の擁護

に関する事務を行うとともに、当該任務に関連する特

定の内閣の重要政策に関する内閣の事務を助けるこ

とを任務とするこども家庭庁を、内閣府の外局として

設置する

こども大綱

〇全てのこども・若者が、日本国憲法、こども基本法及び

こどもの権利条約の精神にのっとり、生涯にわたる人

格形成の基礎を築き、自立した個人としてひとしく健

やかに成長することができ、心身の状況、置かれてい

る環境等にかかわらず、ひとしくその権利の擁護が図

られ、身体的・精神的・社会的に将来にわたって幸せな

状態（ウェルビーイング）で生活を送ることができる社

会の実現に向けて、こども施策を総合的に推進するた

めの方針を定める

こども未来戦略

〇「次元の異なる少子化対策の実現」に向けて、①若い世

代の所得を増やす、②社会全体の構造・意識を変える、

③全てのこども・子育て世帯を切れ目なく支援するこ

とを基本理念として、2030 年までの少子化対策と経

済成長実現に取り組むための総合的な戦略を定める

※詳細は資料編に記載

年

度
法律・制度等 主な内容

5

子ども・子育て

支援法等の

一部改正

○こども未来戦略（令和５年 12 月 22 日閣議決定）の

「加速化プラン」に盛り込まれた施策を着実に実行する

ため、ライフステージを通じた子育てに係る経済的支

援の強化、全てのこども・子育て世帯を対象とする支

援の拡充、共働き・共育ての推進に資する施策の実施

に必要な措置を講じるとともに、こども・子育て政策の

全体像と費用負担の見える化を進めるための子ども・

子育て支援特別会計を創設し、児童手当等に充てるた

めの子ども・子育て支援金制度を創設する

６

東京都

「こども未来アク

ション 2024」

○「チルドレンファースト」の社会の実現を目指し、こども

目線に立って政策のバージョンアップを図りながら、政

策を総合的に推進するための指針を、特にこどもの声

をふんだんに盛り込みながら定める
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青梅市こども計画原案

検討資料

（令和６年１１月１日）

第２章
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第２章 こども・子育てを取り巻く状況

１ 青梅市の状況

◆人口の状況

＜少子高齢化が進行＞

・総人口は、平成１７年１１月をピークに年々減少し、令和６年４月現在で129,178人。

・年少人口（０～14歳）は減少、老年人口（65歳以上）は増加、生産年齢人口（15～64

歳）は減少。

・こども・若者人口は減少し、令和６年４月現在で41,879人。特に30～39歳、０～５歳

の減少率が高い。

◆世帯の状況

＜家族構成の多様化と単独世帯の増加＞

・一般世帯数は増加、核家族世帯数は横ばいで、核家族世帯の割合は減少。

・18歳未満、６歳未満のこどもがいる核家族世帯の割合は年々増加し、約９割。

・母子世帯は減少し、令和２年で595世帯。父子世帯は横ばいで70世帯前後。

・核家族世帯は総世帯数の59.6％。「夫婦とこども」世帯が45.6％、「ひとり親世帯」が

17.1％。単独世帯は約1.3倍増え19,000世帯を超える。

◆出生の状況

＜出生率の低下と出産年齢の変化＞

・出生数は令和元年以降減少し、令和４年には522人。

・合計特殊出生率は令和元年をピークに減少し、令和４年で0.97。全国・都より低い。

・母親の年齢（５歳階級）別出生割合は30～34歳、20～24歳の割合が減少、25～29歳の

割合が増加。

◆未婚・結婚の状況

＜晩婚化や未婚化の進行＞

・すべての年齢で未婚率が上昇。特に45歳以上の未婚率が上昇。

◆就業の状況

＜女性の就業環境やライフステージにおける就業パターンの変化＞

・女性の年齢別就業率は出産・育児期に落ち込み、再び増加するＭ字カーブ。Ｍ字カー

ブは近年緩やかになり、55歳以上では就業率が上昇傾向。国・都と比較すると全国よ

り低く、都より高い。また、20歳～49歳において未婚の人の就業率が高い。

◆教育・保育サービス等の状況

＜少子化に伴うサービス利用児童の減少の一方で、待機児童の増加＞

・幼稚園・幼児園のか所数は横ばい、定員数・利用児童者数は減少。

・保育所の利用児童数は減少、定員数は横ばい。

・認定こども園の定員数は増加、か所数は横ばい。

・保育所の待機児童数は増減を繰り返しながら増加傾向、令和５年度で７人。

・放課後児童クラブの定員数・利用児童数・か所数は横ばい。
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２ 統計データからみられる状況

（１）人口の状況

① 年齢３区分別人口の推移

本市の人口推移をみると、総人口は令和２年以降年々減少し、令和６年４月現在で

129,178人となっています。また、年齢３区分別人口構成の推移をみると、年少人口（０

～14歳）は減少しているのに対し、老年人口（65歳以上）は増加しており、少子高齢化

が進んでいます。生産年齢人口（15～64歳）も減少し続けています。

年齢３区分別人口の推移

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在）

② こども・若者人口の推移

本市のこども・若者人口は年々減少し、令和６年４月現在で41,879人となっています。

特に、30～39歳、０～５歳の減少率が高くなっています。

こども・若者人口の推移

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在）

14,030 13,604 13,204 12,670 12,201 

78,193 77,194 76,551 76,002 75,403 
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（２）世帯の状況

① 一般世帯・核家族世帯の状況

本市の一般世帯数は年々増加していますが、核家族世帯数は横ばいとなっており、令

和２年で33,562世帯となっています。また、一般世帯に占める核家族世帯の割合は年々

減少しています。

世帯の状況

資料：国勢調査

② 18 歳未満のこどもがいる世帯の状況

本市の18歳未満のこどもがいる一般世帯数、核家族世帯数は年々減少していますが、

18歳未満のこどもがいる核家族世帯の割合は増加し続けており、約９割となっていま

す。

18歳未満のこどもがいる世帯の状況

資料：国勢調査

③ ６歳未満のこどもがいる世帯の状況

本市の６歳未満のこどもがいる一般世帯数、核家族世帯数は年々減少していますが、

６歳未満のこどもがいる核家族世帯の割合は年々増加しており、18歳未満のこどもが

いる世帯と同様に約９割となっています。

６歳未満のこどもがいる世帯の状況

資料：国勢調査

④ ひとり親世帯の推移

本市の18歳未満のこどもがいる母子世帯は平成27年から令和２年にかけて減少し、

595世帯となっています。一方、父子世帯は70世帯前後で横ばいとなっています。

18歳未満のこどもがいる世帯の状況

資料：国勢調査
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⑤ 世帯の家族類型

国勢調査による家族類型別世帯をみると、令和２年時点の核家族世帯（33,562世帯）

は、総世帯数（56,354世帯）の59.6％を占めています。平成17年以降、「夫婦のみ」世

帯、「男親とこども」「女親とこども」世帯が増加し、令和２年には、核家族世帯の45.6％

が「夫婦とこども」の世帯、17.1％が「ひとり親世帯（男親とこども、女親とこども）」

となっています。

また、平成17年から令和２年の間に単独世帯は約1.3倍増え19,000世帯を超えていま

す。

世帯の家族類型の推移

単位：世帯

資料：国勢調査

平成
17年

平成
22年

平成
27年

令和
２年

６歳未満

親族の

いる世帯

（再掲）

18 歳未満

親族のいる

世帯（再

掲）

総数 52,090 52,352 54,196 56,354 3,476 10,077

Ａ 親族世帯 37,356 37,581 37,469 36,486 3,436 9,971

Ｂ 非親族世帯 263 437 557 715 40 104

Ｃ 単独世帯 14,471 14,333 16,166 19,099 - 2

Ａ 親族世帯の内訳

平成
17年

平成
22年

平成
27年

令和
２年

６歳未満

親族の

いる世帯

（再掲）

18 歳未満

親族のいる

世帯

（再掲）

Ａ 親族世帯 37,356 37,581 37,469 36,486 3,436 9,971

Ⅰ 核家族世帯 32,804 33,386 33,870 33,562 3,158 9,022

（１)夫婦のみ 9,606 10,740 11,678 12,544 - 1

（２)夫婦とこども 18,839 17,683 16,771 15,293 2,925 7,659

（３)男親とこども 749 886 915 926 14 156

（４)女親とこども 3,610 4,077 4,506 4,799 219 1,206

Ⅱ その他の親族世帯 4,552 4,195 3,599 2,924 278 949

（５)夫婦と両親 152 129 106 89 - -

（６)夫婦とひとり親 510 490 426 402 - -

（７)夫婦、こどもと
両親

839 704 506 275 49 177

（８)夫婦、こどもと
ひとり親

1,672 1,410 1,047 788 85 323

（９)夫婦と他の親族
（親、こどもを
含まない）

101 92 114 90 1 13

（10)夫婦、こどもと
他の親族（親を
含まない）

322 396 368 295 66 188

（11)夫婦、親と他の
親族（こどもを
含まない）

54 56 43 29 1 2

（12)夫婦、こども、
親と他の親族

208 165 120 68 28 54

（13)兄弟姉妹のみ 270 306 361 412 - 2

（14)他に分類されな
い親族世帯

424 447 508 476 48 190
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（３）出生の状況

① 出生数の推移

本市の出生数は、令和元年以降は年々減少し、令和４年には522人と、平成30年に比

べ、過去５年間で約２割減少しています。

出生数の推移

資料：東京都保健医療局 人口動態統計

② 合計特殊出生率の推移

15～49歳までの女性の年齢別出生率を合計した合計特殊出生率は、１人の女性が仮

にその年次の年齢別出生率で一生の間に産むとしたときの平均のこどもの数であり、

この数字は一般に少子化問題との関係で用いられます。本市の合計特殊出生率は令和

元年をピークに年々減少し、令和４年で1.00を下回り0.97となっています。また、全国・

都と比較すると低い値で推移しています。

合計特殊出生率の推移

資料：東京都保健医療局 人口動態統計（市、都）、厚生労働省人口動態調査（国）

③ 母親の年齢（５歳階級）別出生割合の推移

本市の母の年齢（５歳階級）別出生割合の推移をみると、平成29年に比べ令和４年で

は、30～34歳、20～24歳の割合が減少しているのに対し、25～29歳の割合が増加してい

ます。

母親の年齢別出生割合の推移

資料：東京都保健医療局 人口動態統計

1.08 

1.16 

1.10 1.08 

0.97 

1.20 

1.15 

1.12 
1.08 

1.04 

1.42 
1.36 

1.33 
1.30 

1.26 

0.80 

1.00 

1.20 

1.40 

1.60 

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

650 676 
620 592 

522 

0 

200 

400 

600 

800 

（人）

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

青梅市

東京都

全国

1.0

0.00% 0.20% 0.40% 0.60% 0.80% 1.00%

令和４年

平成29年

15～19 歳

20～24 歳 25～29 歳 30～34 歳 35～39 歳

40～44 歳

45～49 歳

①②③の表のＲ５最新化

調整中
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99.7
94.5

73.7

50.0

36.2

29.4
25.9

99.5
93.9

72.7

47.1

34.9

28.4
22.5

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

（％）

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳

（４）未婚・結婚の状況

① 年齢別未婚率の推移

本市の年齢別未婚率の推移をみると、すべての年齢で未婚率が上昇しています。特に

平成27年に比べ令和２年で45歳以上の未婚率が上昇しており、晩婚化・未婚化が進行し

ていることがうかがえます。

年齢別未婚率の推移

資料：国勢調査

平成 27年

令和２年
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（５）就業の状況

① 女性の年齢別就業率の推移

本市の女性の年齢別就業率は、25～59歳までほぼ横ばいとなっています。また、55歳

以降の就業率は平成27年に比べ上昇傾向にあります。

女性の年齢別就業率の推移

資料：国勢調査

② 女性の年齢別就業率（国・都比較）

本市の令和２年の女性の年齢別就業率を全国、都と比較すると、全国より低く、都よ

り高い水準となっています。

女性の年齢別就業率（国・都比較）

資料：国勢調査（令和２年）

③ 女性の年齢別就業率（有配偶・未婚比較）

本市の令和２年の女性の有配偶・未婚別就業率をみると、特に20歳～49歳において配

偶者がいる人に比べ未婚の人の就業率が高くなっています。

女性の年齢別就業率（有配偶・未婚比較）

資料：国勢調査（令和２年）
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①②③の表のゲージ見づらい

垂直化し、20～、30～…の単位も

つけることで調整中
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（６）教育・保育サービス等の状況

① 幼稚園・幼児園の状況

本市の幼稚園・幼児園の状況をみると、か所数は横ばいですが、定員数・利用児童者

数は年々減少しており、令和５年度で利用児童数は372人となっています。

幼稚園・幼児園の状況

資料：こども育成課

② 保育所の状況

本市の保育所の状況をみると、利用児童数は減少傾向にあり、定員数は令和２年度以

降、横ばいで推移しています。令和５年度で定員数3,321人、利用児童数2,685人となっ

ています。

保育所の状況

資料：こども育成課
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③ 認定こども園の状況

本市の認定こども園の状況をみると、定員数は増加・か所数は横ばいとなっており、

利用児童数は増減を繰り返しています。令和５年度で、定員数は515人、利用児童数は

130人となっています。

認定こども園の状況

資料：こども育成課

④ 保育所の待機児童数の推移

本市の待機児童数の推移をみると、増減を繰り返しながら、令和５年度で７人となっ

ています。なお、この待機児童数は、保護者の希望とその保育所の空き状況が一致しな

いために生じているものであり、市全体の保育の受け皿は十分確保されている状況で

す。

保育所の待機児童数の推移

資料：こども育成課
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（７）放課後児童クラブの状況

① 放課後児童クラブの状況（公設民営）

本市の放課後児童クラブにおける定員数・利用児童数・か所数は横ばい傾向にあり

ます。令和５年度で定員数1,546人、利用児童数1,375人となっています。

放課後児童クラブの状況（公設民営）

資料：子育て応援課

② 放課後児童クラブの状況（民設民営）

本市の放課後児童クラブにおける定員数・利用児童数・か所数は増加傾向にありま

す。令和５年度で定員数、利用児童数ともに116人となっています。

放課後児童クラブの状況（民設民営）

資料：子育て応援課

③ 学童保育所の待機児童数の推移（公設民営）

本市の待機児童数の推移をみると、令和２年度の73人をピークに減少しており、令和

５年度では68人となっています。

学童保育所の待機児童数の推移（公設民営）

資料：子育て応援課

④ 学童保育所の待機児童数の推移（民設民営）

本市の待機児童数の推移をみると、令和元年度の25人をピークに減少しており、令和

５年度では５人となっています。

学童保育所の待機児童数の推移（民設民営）

資料：子育て応援課
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（８）その他の状況

① 児童虐待相談件数の推移

本市の児童虐待相談件数は令和３年度以降減少傾向にあります。

児童虐待相談件数の推移

資料：こども家庭センター

② 児童扶養手当受給者数の推移

本市の児童扶養手当受給者数は令和３年度以降減少で推移し、受給対象児童数は年々

減少しており、令和５年度で受給者数が1,175人、受給対象児童数が1,506人となってい

ます。

児童扶養手当受給者数の推移

資料：こども育成課
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③ 就学援助認定者数（小学生）の推移

本市の小学生における就学援助認定者数は令和３年度以降減少、認定率は横ばい傾

向にあり、令和５年度に認定者数が525人、認定率が10％となっています。

就学援助認定者数（小学生）の推移

資料：学務課

④ 就学援助認定者数（中学生）の推移

本市の中学生における就学援助認定者数は令和３年度以降減少、認定率は横ばい傾

向にあり、令和５年度に認定者数が356人、認定率が12％となっています。

就学援助認定者数（中学生）の推移

資料：学務課
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⑤ 要保護児童・生徒数の推移

本市の要保護児童数（小学生）は令和３年度以降横ばい傾向にあり、令和５年度で96

人となっています。要保護生徒数（中学生）は減少傾向にあり、令和５年度で62人とな

っています。

要保護児童・生徒数の推移

資料：学務課

⑥ 不登校児童・生徒数の推移

本市の不登校児童数（小学生）は増加傾向にあり、令和５年度に208人となっていま

す。不登校生徒数（中学生）も増加傾向にあり、令和５年度に292人となっています。

不登校児童・生徒数の推移

資料：指導室
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３ 実態調査結果からみえる現状

（１）調査の概要

本計画を策定するための基礎資料を得るため、「こども・子育て推進に関する実態調

査」を実施し、子育て支援に関するサービスの利用状況や今後の利用希望、市民の子育

てに関する意識を調査しました。

① 調査対象

令和５年７月１日現在の市民で、以下に該当する保護者および中高生から、各

地域の人口を勘案したうえで、無作為抽出しました。

② 調査期間 令和５年８月４日～令和５年９月10日

③ 調査方法 郵送配布・郵送回収およびインターネット回答

④ 回収状況

対象者 配布数

保護者 就学前のこどもの保護者の方 1,000 名

就学児童の保護者の方 1,000 名

中学生の保護者の方 500 名

高校生（相当年齢者含む）の保護者の方 500 名

本人 中学生の方 500 名

高校生（相当年齢者含む）の方 500 名

対象者 配布数 有効回答数（うち web) 有効回答率

保護者 3,000 通 1,225通(398通) 40.8％

中高生 1,000 通 258通 (79通) 25.8％

（２）子育て環境や暮らしの状況について【保護者】

① 生活するうえでの不安や悩み

「教育費に関すること」の割

合が 68.7％と最も高く、次いで

「生活費に関すること」の割合

が 62.0％、「子育て・教育に関

すること」の割合が 55.3％とな

っています。

回答者数 = 1,225 ％

生活費に関すること

教育費に関すること

仕事（就職・転職含む）に
関すること

住居に関すること

子育て・教育に関すること

自身含む家族の健康（病
気）に関すること

結婚に関すること

友人・隣人との付き合いに
関すること

別居しているこどもとの面
会等交流

家庭内やパートナーとの不
和

家族のひきこもり

家族の介護

こどもが大人の介護・世話
をしている

こどもの不登校

その他

特にない

無回答
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② 不安や悩み、困り事の相談相手

「配偶者・パートナー」の割

合が 74.1％と最も高く、次いで

「父・母」の割合が 52.1％、「友

人・知人」の割合が 47.1％とな

っています。

③ お金が足りなくて困ったことの有無

『宛名のお子さんが希望するものを購入することができなかった』で「あった」の割

合が高くなっています。

④ 入園している保育園・幼稚園・幼児園

「市内保育園」の割合が

71.9％と最も高くなっていま

す。

回答者数 = 477 ％

市内保育園

市内幼稚園（幼児園含む）

市外保育園

市外幼稚園

無回答

71.9

5.5

1.0

3.6

18.0

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 1,225

家族が必要とする食料を用意で
きなかった

家族が必要とする衣類を買い揃
えることができなかった

家賃や公共料金を滞納すること
があった

宛名のお子さんが希望するもの
を購入することができなかった

92.2

88.7

89.1

77.4

7.2

10.2

9.8

22.3

0.6

1.1

1.1

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ない あった 無回答

回答者数 = 1,225 ％

配偶者・パートナー

父・母

こども

兄弟姉妹

友人・知人

親せき

近所の人

市役所などの行政の相談
窓口

民生・児童委員

保育園・幼稚園・幼児園

ネット上で相談

弁護士

その他

相談する人はいない

無回答

74.1

52.1

10.9

22.1

47.1

4.8

3.2

5.0

0.6

6.4

2.5

0.5

4.5

5.2

0.6

0 20 40 60 80 100
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⑤ 現在の保育園・幼稚園等を選んだ理由

「自宅・職場に近いから」の

割合が 72.1％と最も高く、次い

で「通っている保育園・幼稚園

等の教育方針に魅力を感じた

から」の割合が 29.9％、「通っ

ている保育園・幼稚園等の評判

が良いから」の割合が 14.6％と

なっています。

回答者数 = 391 ％

自宅・職場に近いから

通っている保育園・幼稚
園等の教育方針に魅力を
感じたから

通っている保育園・幼稚
園等の施設が充実してい
るから

通っている保育園・幼稚
園等のイベントが充実し
ているから

通っている保育園・幼稚
園等の評判が良いから

その他

特に理由はない

無回答

72.1

29.9

12.0

6.4

14.6

12.3

1.3

1.0

0 20 40 60 80 100
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（３）こどもの生活・好きな遊びなどについて【保護者】

① 放課後の過ごし方

「自宅」の割合が 76.8％と

最も高く、次いで「学童保育」

の割合が 28.8％、「公園・運動

広場」の割合が 24.6％となって

います。

② あったらいいと思う場所

「友達とたくさんおしゃべ

りができる場所」の割合が

57.8％と最も高く、次いで「自

然の中で思い切り遊べる場所」

の割合が 50.8％、「気軽に勉強

を教えてもらえる場所」の割合

が 41.0％となっています。

回答者数 = 427 ％

静かに勉強ができる場所

友達とたくさんおしゃべり
ができる場所

気軽に勉強を教えてもらえ
る場所

野球やサッカーが思い切り
できる場所

一人で静かに過ごせる場所

自然の中で思い切り遊べる
場所

ネット環境がととのってい
る場所

その他

特になし

無回答

15.9

57.8

41.0

31.9

17.8

50.8

33.0

5.6

4.7

1.9

0 20 40 60 80 100
回答者数 = 427 ％

自宅

祖父母・親戚の家

友達の家

学童保育

夕やけランド

クラブ活動

市民センター・子育てひろ
ば

図書館

子育て支援センターはぐは
ぐ

公園・運動広場

塾・習い事

スーパーやショッピング
モール

民営のこどもの居場所

その他

無回答

76.8

10.1

10.5

28.8

11.2

2.3

1.6

0.7

0.2

24.6

20.8

0.9

1.4

3.5

4.0

0 20 40 60 80 100

-30-



（４）子育てについて【保護者】

① 子育てがしやすくなると思う環境

「高校や大学などへの進学

に係る費用の経済的支援が充

実した環境」の割合が 48.5％と

最も高く、次いで「児童手当な

どの経済的支援が充実した環

境」の割合が 41.6％、「子育て

に対し、勤務先や職場の理解・

協力が得られる環境」の割合が

29.3％となっています。

（５）こどものふだんの生活について【中高生】

① 朝食の摂取頻度

「ほとんど毎日食べる」の割

合が 79.1％と最も高くなって

います。

回答者数 = 1,225 ％

子育てに対し、勤務先や職
場の理解・協力が得られる
環境

子育ての悩みを相談できる
人が身近にいる環境

保育園などの入園希望者が
全て受け入れられる環境

子育て中の親子の交流の場
が身近にある環境

困った時や緊急時に、安心
してこどもを預けられる環
境

学童保育の利用希望者が全
て受け入れられる環境

発達に課題のあるこどもの
ための施設や相談窓口等の
支援が充実した環境

こどもたちが安心して遊べ
る場所が身近にある環境

医療費助成が充実した環境

児童手当などの経済的支援
が充実した環境

高校や大学などへの進学に
係る費用の経済的支援が充
実した環境

子育てに関する情報がすぐ
手に入る環境

特になし

分からない

その他

無回答

29.3

4.6

10.9

2.9

27.5

8.1

10.1

24.7

18.4

41.6

48.5

3.5

1.0

0.8

3.8

15.2

0 20 40 60 80 100
回答者数 = 258 ％

ほとんど毎日食べる

週に４～５日食べる

週に２～３日食べる

週に１日程度食べる

ほとんど食べない

まったく食べない

朝は食べたくない

その他

無回答

79.1

6.2

5.4

1.9

2.7

1.9

1.6

0.8

0.4

0 20 40 60 80 100
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（６）こどもの将来のことについて【中高生】

① 理想的な進学

「 大 学 ま で 」 の 割 合 が

64.0％と最も高く、次いで「専

門学校まで」の割合が 13.6％、

「高等学校まで」の割合が

10.5％となっています。

② 現実的な進学

「 大 学 ま で 」 の 割 合 が

55.4％と最も高く、次いで「高

等学校まで」の割合が 19.0％、

「専門学校まで」の割合が

16.3％となっています。

③ 現実的に考えた際の理由

「それが自分の希望だから」

の割合が 67.8％と最も高く、次

いで「自分の学力から考えてそ

う思うから」の割合が 26.7％、

「親がそう希望しているから」

の割合が 13.2％となっていま

す。

回答者数 = 258 ％

中学校まで

高等学校まで

専門学校まで

高等専門学校・短期大学ま
で

大学まで

大学院まで

その他

無回答

0.0

10.5

13.6

3.5

64.0

4.3

3.9

0.4

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 258 ％

中学校まで

高等学校まで

専門学校まで

高等専門学校・短期大学ま
で

大学まで

大学院まで

その他

無回答

1.2

19.0

16.3

2.7

55.4

2.7

2.3

0.4

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 258 ％

それが自分の希望だから

自分の学力から考えてそ
う思うから

親がそう希望しているか
ら

自分が希望する学校まで
進学する必要はないと親
が考えているから

家庭に経済的な余裕がな
いから

その他

特に理由はない

無回答

67.8

26.7

13.2

0.4

6.2

2.7

10.1

0.4

0 20 40 60 80 100
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（７）こどものふだん考えていることについて【中高生】

① 自分に自信があるか

「どちらかというとない」の

割合が 36.4％と最も高く、次い

で「どちらかというとある」の

割合が 33.7％、「ない」の割合

が 15.9％となっています。

② 自分の将来の夢や目標を持っているか

「持っている」の割合が

37.6％と最も高く、次いで「ど

ちらかというと持っている」の

割合が 26.0％、「どちらかとい

うと持っていない」の割合が

18.6％となっています。

③ 将来働きたいと思うか

「 そ う 思 う 」 の 割 合 が

79.5％と最も高く、次いで「ど

ちらかというとそう思う」の割

合が 13.2％となっています。

④ 学校の授業の理解度

「まあまあわかっている」の割合が56.6％と最も高く、次いで「よくわかっている」

の割合が25.6％、「あまりわかっていない」の割合が13.2％となっています。

⑤ 人間関係

『友だちとの関係』で「うまくいってる」の割合が、『先生との関係』で「まあうま

くいってる」の割合が高くなっています。

回答者数 = 258 ％

ある

どちらかというとある

どちらかというとない

ない

無回答

13.6

33.7

36.4

15.9

0.4

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 258 ％

持っている

どちらかというと持ってい
る

どちらかというと持ってい
ない

持っていない

無回答

37.6

26.0

18.6

17.4

0.4

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 258 ％

そう思う

どちらかというとそう思う

どちらかというとそう思わ
ない

そう思わない

無回答

79.5

13.2

3.5

3.1

0.8

0 20 40 60 80 100

回答者数 =

　 258 25.6 56.6 13.2 3.5 1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

よくわかっている まあまあわかっている あまりわかっていない

わかっていない 無回答

うまくいっている まあうまくいっている

あまりうまくいっていない うまくいっていない

無回答

回答者数 = 258

先生との関係

友だちとの関係

部活動での人間関係

33.3

53.5

42.6

58.9

38.4

37.2

4.3

3.9

3.5

1.9

3.1

7.4

1.6

1.2

9.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（８）子育て支援の取り組みで、あったら良いと思うサービス

【保護者】

マインドマップ
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（９）自分や家族のために、市にしてほしいこと【中学生・高校生】

マインドマップ
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４ 従前計画の進捗状況
本市では、従前の第２期青梅市子ども・子育て支援事業計画に掲載した事業に関する

検証を行いました。

（１）「子ども・子育て支援法」に掲げられた事業の評価

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

評価 進捗度（数値上の目安（実際の確保数値/目標確保数値）

Ａ 計画通り又は計画に先行して進んでいる 100％以上

Ｂ おおむね計画通り 80％～100％未満

Ｃ 遅れが生じている 50％～80％未満

Ｄ 大幅に遅れが生じている 50％未満

事業 提供区域 評価

施
設
型
給
付

(１)幼稚園・幼児園 １ - Ａ

(２)認可保育所等 ３

２号認定

Ａ３号認定（０歳）

３号認定（１・２歳）

(３)認定こども園 ３

１号認定

Ａ
２号認定

３号認定（０歳）

３号認定（１・２歳）

地
域
型
保
育
給
付

(１)小規模保育事業 ３
３号認定（０歳）

Ａ
３号認定（１・２歳）

(２)家庭的保育事業 ３ ３号認定（０～２歳） Ａ

(３)事業所内保育事業 ３ - -

(４)居宅訪問型保育事業 １ - -

事業 提供区域 評価

相
談
支
援

(１)利用者支援事業 １ Ａ

(２)地域子育て支援拠点事業 ３ Ａ

訪
問
系
事
業

(１)乳幼児家庭全戸訪問事業 １ Ａ

(２)養育支援訪問事業 １ Ａ

(３)新生児訪問事業 １ Ａ

(４)未熟児訪問事業 １ Ａ

通
所
系
事
業

(１)子育て短期支援事業 １ Ａ

(２)一時預かり事業（保育所等） ３ Ａ

(３)一時預かり
事業

①幼稚園 １ Ａ

②ファミリー・サポート・センター等 １ Ａ

(４)延長保育事業 ３ Ａ

(５)病児・病後児保育事業 １ Ａ

(６)学童保育事業(放課後児童クラブ) ４ Ｂ

(７)放課後子ども総合プラン 青梅市行動計画 - Ａ

そ
の
他
事
業

(１)ファミリー・サポート・センター事業 １ Ａ

(２)妊婦健康診査事業 １ Ａ

(３)実費徴収にかかる補足給付を行う事業 １ Ａ

(４)多様な主体が参画することを促進するための事業 ３ Ａ

(５)児童虐待防止ネットワーク事業 １ Ａ
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（２）各事業の評価

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊

○＝改善 △＝横ばい（標本誤差の範囲内の変化） ×＝悪化 ー＝評価該当なし

体系

評価

○ △ × -

１ 子どもが伸びやかに育つまちづくり 39 ２ １ ２

(１)子どもが安心して楽しく過ごせるまちづくり ７ １ １ １

(２)「生きる力」を育む教育の推進 13 ０ ０ ０

(３)子どもの人権の尊重 12 １ ０ ０

(４)子どもの地域での活動を応援するまちづくり ６ ０ ０ ０

(５)子どもの健全な成長への支援 １ ０ ０ １

２ 子育ての喜びを感じられるまちづくり 14 ０ ０ ０

(１)男女がともに子育ての喜びを感じられるまちづくり ７ ０ ０ ０

(２)地域・世代間交流を進めるまちづくり ２ ０ ０ ０

(３)地域の子育ての場とネットワークづくり ５ ０ ０ ０

３ 全ての子育て家庭を支援する地域づくり 22 ０ ０ ２

(１)子育て相談・情報提供体制の充実 ６ ０ ０ １

(２)子育て支援サービスの充実 ２ ０ ０ ０

(３)地域における切れ目のない妊娠・出産体制の強化 12 ０ ０ １

(４)施設職員に対する支援 １ ０ ０ ０

(５)放課後等の居場所づくりへの支援 １ ０ ０ ０

体系

評価

○ △ × -

４ 働きながら子どもを育てる家庭への支援の充実 17 ０ ０ ４

(１)教育・保育サービスの充実 １ ０ ０ ２

(２)産後の休業および育児休業後の特定教育・保育施設等の

円滑な利用の確保
１ ０ ０ ０

(３)労働者の職業生活と家庭生活との両立 ７ ０ ０ ２

①仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し ２ ０ ０ ０

②仕事と子育ての両立のための基盤整備 ５ ０ ０ ２

(４)子育て世代の保護者負担の軽減 ８ ０ ０ ０

５ 保護者と子の健康づくり ６ ０ ０ ０

(１)保険・医療体制の充実 ３ ０ ０ ０

(２)保護者と子の健康づくり支援の充実 ２ ０ ０ ０

(３)思春期保険対策の推進 １ ０ ０ ０

６ 支援が必要な子どもと家庭への支援の充実 43 ２ ０ １

(１)子どもの虐待防止の取組の充実 １ ０ ０ ０

(２)ひとり親家庭等の自立支援 １ ０ ０ ０

(３)障害のある子どものいる家庭への支援の充実 ７ ０ ０ １

(４)貧困による困難を抱える子どもたちへの支援 34 ２ ０ ０

①教育の支援 12 ０ ０ ０

②生活の支援 ８ １ ０ ０

③保護者に対する就労支援 ４ １ ０ ０

④経済的支援 10 ０ ０ ０

合計 141 ４ １ ９
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５ こども計画で取り組むべき課題

統計資料やアンケート調査からみる市の現状および第２期子ども・子育て支援事業

計画の進捗状況を踏まえた上で、市総合長期計画が１０年後に目指す姿およびこども

大綱が示す「こどもまんなか社会」の実現に向けて、こども計画において市が取り組む

べき課題として、こども大綱に記載のこども施策に関する３つの重要事項、すなわち

（１）こどものライフステージを通した重要事項

（２）こどものライフステージ別の重要事項

（３）子育て当事者への支援に関する重要事項

を視点として、整理します。

（１）こどものライフステージに共通する重要事項に関する課題

アンケート調査では、保護者の多くが「自宅」を放課後の居場所として選んでいます

が、学童保育や公園なども利用されています。こどもの安全を確保しつつ、保護者が望

む就労形態で働けるよう、放課後児童クラブ（学童保育）の充実が求められています。

一方、事業の進捗状況からは、放課後児童クラブにおいて待機児童数が依然横ばいと

なっていることが大きな課題となっております。また、地域子育て支援拠点事業（子育

てひろば）についても、不足なく提供できているものの、計画値より利用申請者数が少

ない現状となっています。学童保育や子育てひろばは、こどもの居場所を確保すること

に密接に関わる事業となるため、事業の検討が必要です。

こども・若者への相談支援や保健医療の提供を推進し、貧困の世代間連鎖を断ち切る

ための教育支援や経済的支援も強化するとともに、障害の早期発見や早期療育のため

障害児支援や医療的ケア児への支援も充実に努めていくことが大切です。

児童虐待防止対策として、総合的な相談窓口の充実や、保護者の育児不安やストレス

の解消、虐待の早期発見と児童の保護への取り組みについては、地域住民も当事者意識

を持ち、こどもを守る意識を醸成することが重要です。

こども・若者の自殺対策や犯罪から守る取り組みとして、インターネットの安全利用

支援や情報リテラシーの習得支援を行い、こどもが安心して生活できる環境整備に取

り組むことが必要です。

（２）こどものライフステージを通した重要事項に関する課題

アンケート調査によると、就学前のこどもをもつ保護者の６割が子育てや教育に関

する悩みを抱えており、妊娠・出産から安心して子育てができるよう、周産期のニーズ

に応じた情報提供や相談支援、保健・医療・福祉の支援体制の強化が求められています。

また、産後ケアや養育者のメンタルヘルス支援、若年妊婦への支援も重要です。

その他、子育て中の親子の交流の場が身近にある環境が求められており、保護者が家

庭でこどもの基本的な生活習慣や自立心を育むための家庭教育支援を推進し、地域の

ニーズに応じた交流の場や子育て支援を提供することが必要です。

保育所を利用する理由として「自宅・職場に近いから」が最も多く、次いで「教育方

針に魅力を感じたから」「評判が良いから」が続きます。多様化する就労形態や就労時

間に対応するため、教育・保育事業の充実が求められます。

アンケート調査では、学校の授業がわかると答えた中高生は８割ですが、わからない

と答えたこどももいます。教職員の働き方改革や処遇改善、指導・運営体制の充実が求

められます。

また、本市では、幼少期から基本的な生活習慣を身に付けさせるための取組を進めて

います。健康づくりや食育を通じて、こどもたちが正しい知識を身に付け、望ましい食

習慣を実践できるよう支援しています。アンケート調査では、自分に自信があると答え

た中高生は約５割で、自信がないこどももいます。自己肯定感の醸成や道徳教育、情報

モラル教育が重要です。また、朝食を毎日食べていないこどもが２割程度いるため、共

食の推進及び食育の周知が必要です。養護教諭の支援体制や健康診断、薬物乱用防止教

育などの学校保健も重要です。将来の夢や目標を持つ中高生は６割以上で、社会で活躍

する人との関わりや職場体験・ボランティアの機会を充実させることが求められます。

本市では、教諭・保育士等の質を向上させるための研修や人材確保に努めています。

保護者・養育者支援も重要であり、保育士、保育教諭、幼稚園教諭等の人材育成・確保・

処遇改善や現場の負担軽減、職員配置基準の改善が必要です。

青年期においては、中高生アンケート調査で「大学まで行きたい」と答えた割合が

64.0％ですが、現実には55.4％にとどまっています。若者が家庭の経済状況にかかわら

ず大学等に進学できるよう、高等教育段階の修学支援が求められます。また、将来働き

たいと答えた中高生は９割以上で、就職活動段階でのマッチング向上や早期離職の抑

制が必要です。結婚を希望する方への支援として、出会いの機会や場の創出支援を推進

し、広域での展開、官民連携、伴走型の支援を充実させることが必要です。
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（３）子育て当事者への支援に関する重要事項

アンケート調査によると、高校や大学への進学費用の支援が最も求められており、児

童手当などの経済的支援も重要視されています。今後も、安心して子育てができるよう、

経済的支援の充実が必要です。また、地域子育て支援や家庭教育支援においては、地域

全体で子育てを支援するボランティアネットワークを構築し、困った時や緊急時にこ

どもを預けられる環境の整備が求められています。学校、地域、家庭のつながりを強化

し、子育て支援事業の充実を図ることが重要です。

事業の進捗状況をみると、子育て短期支援事業や一時預かり事業において計画値よ

りも利用申請者数が少ない状況となっており、事業の周知が必要な状況となっていま

す。また、延長保育事業では、全ての希望者に提供できてはいるものの、計画値よりも

利用申請者数が多い状況となっており、需要を見極めた事業の実施が求められます。

また、市のその他の事業については、共働き・共育ての推進や男性の家事・子育てへ

の参画促進に向けて、ワーク・ライフ・バランスの普及啓発に努めています。引き続き、

育児休業の取得しやすい環境づくりや、多様な働き方に対応した支援策の充実が必要

です。

ひとり親家庭への支援として、家事や子育ての援助、自立に向けた就業支援、経済的

支援など、各家庭の状況に応じた生活支援や子育て支援、就労支援が求められています。

子育て情報提供の充実を図るため、総合的な相談窓口や地域ごとの窓口を設置し、イ

ンターネット等を活用した情報提供を進め、サービス利用の必要性がある保護者が、必

要なときに利用できる環境づくりが重要です。

安心して外出できる環境の整備として、こどもたちが安心して遊べる場所の確保や、

公園の設備・整備、安全対策の推進が求められています。防犯・交通安全対策や防災対

策を進め、こどもや若者が自らと他者の安全を守るための教育も必要です。
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青梅市こども計画原案

検討資料

（令和６年１１月１日）

第３章
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第３章 計画の基本的な考え方

１ 計画の基本方針

我が国の「こども基本法」では、国際連合が定める「子どもの権利条約」

の精神にのっとり、こどもがあらゆる差別を受けず、最善の利益が確保され、

生命・生存・発達への権利およびこどもの自由な意見と社会参加が尊重され

る「こどもまんなか社会」に取り組んでいくこととされています。

こども自身がその権利を理解し自己を大切にし、人生に幸福を求め、世界

平和や地域の持続可能な発展を志向する成人に成長するための教育と保護

に努めていくための取り組みも定めていく必要があります。

本計画は、全てのこどもが誰一人取り残されることなく、将来への希望を

持って健やかに育っていく「こどもがまんなかのまちづくり」の実現に向け、

未来を担う青梅市に関わる全てのこどもたちの幸福な成長と自己実現を願

い、策定するものです。

以上を踏まえ、こども政策を総合的に推進するための政府全体のこども施

策の基本的な方針等を定めた「こども大綱」を勘案し、また、第７次青梅市

総合長期計画のまちづくりの基本方向「２ こども・若者・教育・子育て」

における1０年後の市の目指す姿として掲げる３つの目標、

〇全てのこどもが誰一人取り残されることなく、将来への希望を持って健や

かに育っていく地域社会が実現しています。

○こどもや若者たちが未来に希望を持ち、その実現に向けて、生きる力を身

につけながら前向きに取り組むことを学校や地域ぐるみで応援しています。

○多様な生き方が尊重される中で、家族や地域、職場や行政など、多くの理

解と協力のもとで子育てをしています。

これらを総称する言葉として、

本計画の基本方針を、

「こどもがまんなかのまちづくり」

とします。

なお、本計画に記載する具体的な取組を実現するための財源として、令和

６年３月に設置した「青梅市こどもまんなか応援基金」を活用することとし、

計画を滞りなく推進していきます。

また、「こどもまんなか社会」の実現に向けた、基本理念を定めるため「青

梅市こども基本条例」の制定について、本計画の施策のひとつとし、こども

たちや市民と対話を重ね、定めていくこととします。

●計画推進の体系

青梅市こども

基本条例

青梅市こども計画

計画期間 R7～R11

青梅市こどもまんなか

応援基金 R6.3設置

第７次総合長期計画

計画期間 R5～R14

子ども・子育て会議

こども・子育て施策庁内

推進委員会・同部会
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２ 計画の目指すところ

本計画の基本方針「こどもがまんなかのまちづくり」を踏まえ、

計画の目指すところとして、

（１）子育て・子育ちを支援します
年齢を問わず全てのこどもの福祉を実現する

（２）こどもの将来にわたるウェルビーイングを実現します
年齢に応じた支援の充実を目指す

（３）保護者が安心して産み・育てることができる環境を確保します
子育て当事者への支援の充実を目指す

の ３つを基本目標 とします。
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１

子育て・子育ちを支援します

３

保護者が安心して産み・育てることが

できる環境を確保します

２

こどもの将来にわたる

ウェルビーイングを

実現します

３ 計画の構成

［ 基本方針 ］ ［ 基 本 目 標 ］ ［ 施 策 ］

こ
ど
も
が
ま
ん
な
か
の
ま
ち
づ
く
り

（１）こども・若者が権利の主体であることの社会全体での共有および権利の保障

（２）多様な遊びや体験・活躍ができる機会や居場所の創設

（３）こどもや若者への切れ目のない保健・医療の提供

（４）こどもの貧困対策

（５）障害児支援・医療的ケア児等への支援

（６）児童虐待防止対策と社会的養護の推進及びヤングケアラーへの支援

（７）こども・若者の自殺対策、犯罪などからこども・若者を守る取組

（１）母子の健康支援

（２）親子の成長と交流の場の支援

（３）教育・保育サービスの充実

（１）教育環境の充実❷
学童期
・

思春期

（２）豊かな心と体づくり

（３）安心して学ぶことのできる環境づくり

（１）就学支援の充実

❸
青年期 （２）就労支援の充実

（３）結婚を希望する方への支援

（１）妊娠から出産、子育て・教育の経済的負担の軽減

（２）地域子育て支援、家庭教育支援

（３）共働き・共育ての推進、男性の家事・子育てへの主体的な参画促進・拡大

（４）ひとり親家庭への支援

（５）子育て相談・情報提供の充実

（６）持続可能な地域社会の形成

❶
誕生前から
幼児期まで
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基本目標１ 子育て・子育ちを支援します

年齢を問わず全てのこどもの福祉を実現する

全てのこども・若者が、心身の状況、置かれている環境等にかかわらず、ひとしくその権利の擁護が

図られ、身体的・精神的・社会的に将来にわたって幸せな状態（ウェルビーイング）で生活を送ること

ができる社会を実現します。

そのため、こども・若者の権利の意識の醸成に向けて、啓発をしていきます。さらに、こども・若者を

権利の主体として認識し、その多様な人格・個性を尊重し、権利を保障し、こども・若者の今とこれか

らの最善の利益を図ります。

●基本施策／施策の展開

（１）こども・若者が権利の主体であることの社会全体での共
有および権利の保障

①青梅市こども基本条例の制定

②こども基本法の周知

③こどもの権利に関する理解普及・促進、権利の保障

（２）多様な遊びや体験・活躍ができる機会や居場所の創設

①遊びや体験活動の推進、居場所の創設

②生活習慣の形成・定着

③こども・若者が活躍するこどもまんなかまちづくり

（３）こどもや若者への切れ目のない保健・医療の提供

①成育医療等に関する相談支援

②慢性疾病・難病を抱えるこども・若者への支援

４）こどもの貧困対策

①教育の支援

②生活の安定に資するための支援

③保護者の就労支援

④貧困に対する経済的支援

（５）障害児支援・医療的ケア児等への支援

①地域における支援体制の強化

②インクルージョン（社会的包摂）の推進

③特別支援教育等

（６）児童虐待防止対策と社会的養護の推進及びヤングケアラ
ーへの支援

①児童虐待防止対策等の更なる強化

②社会的養護を必要とするこども・若者に対する支援

③ヤングケアラーへの支援

（７）こども・若者の自殺対策、犯罪などからこども・若者を
守る取組

①こども・若者の自殺対策

②ネット・リテラシーの普及・啓発

③事故・災害、非行・犯罪・性暴力等からこどもを守る環境整備

写真など
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●重点事業

事業内容・目標

1 青梅市こども基本条例の制定 【施策（１）①】

青梅市に育つ全てのこどもたちが幸せに成長できるまちづくりをめざす基本理

念および取り組むべき施策の基本事項を定めた「青梅市こども基本条例」につい

て、こどもや市民の参画による制定を目指す。

2 社会福祉審議会こども家庭部会の設置 【施策（１）①】

令和７年４月に条例設置される青梅市社会福祉審議会に「こども家庭部会」を

設置し、市のこども・子育て施策にかかる意見の調整や、こども計画の進捗確認

および見直しを行い、施策や計画の着実な推進を図る。

３ こどもの権利の周知・啓発 【施策（１）③】

全てのこども・若者に対して、こども基本法の趣旨や内容について理解を深

めるための情報提供や啓発を行い、自らが権利の主体であることを広く周知す

る。

４ 総合長期計画で示された各種居場所事業の検討 【施策（２）①】

各小学校区に、多世代交流拠点、プレーパーク、子ども食堂、学習支援等、家

庭・学校・職場以外で、こども・若者が気軽に集まれる居場所づくりの検討を行

う。

５ 大型児童センターの設置に向けた検討 【施策（２）①】

文化複合施設等整備基本計画を踏まえた、こども・若者のための拠点としての

大型児童センターの設置に向けた検討を行う。

6 こどもまんなか応援基金の活用 【施策（２）③】

「こどもがまんなかのまちづくり」に寄与する各種事業の資金として活用す

る。

7 こどもの意見聴取・意見表明機会の充実 【施策（２）③】

こども計画や施策の推進にあたり、こどもたち自身が意見を表明できる仕組み

づくり（こども会議・若者会議の設置など）に取り組む。

８ ヤングケアラー対策の推進 【施策（６）③】

市内のヤングケアラーの実態を把握するとともに、その状況改善のための取組

を推進する。

●既存主要事業

子ども食堂推進事業

小学生・中学生オンライン交流会の開催

こどもの相談、青少年専門相談の充実

放課後健全育成事業（学童保育所）の待機児童減少への取り組み

特別支援教育の充実
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基本目標２ こどもの将来にわたるウェルビーイングを実現します

年齢に応じた支援の充実を目指す

❶ 誕生前から幼児期まで

妊娠・出産から安心して子育てができるよう、周産期に求められる様々なニーズに対して、切れ目な

い情報提供や相談支援の充実、保健・医療・福祉の支援体制により、産前産後の支援の充実と体制強化

とともに、予期せぬ妊娠等に悩む若年妊婦等が必要な支援を受けられるよう、乳児院や母子生活支援施

設、ＮＰＯなどの民間団体とも連携しながら、取組を進めていきます。

●基本施策／施策の展開

（１）母子の健康支援

①切れ目ない母子保健・医療の確保

（２）親子の成長と交流の場の支援

①こどもの誕生前から幼児期までのこどもの成長の保障と遊びの充実

（３）教育・保育サービスの充実

①教育・保育サービスの適正な確保策の推進

●既存主要事業

子育て支援センターはぐはぐ、子育てひろばの利用普及

幼児と親のための教室（親子スキンシップ教室等）の実施

保育・教育施設（保育園や幼稚園）の利用環境の向上

乳幼児健診・予防接種などによる健康管理・向上の取組

ショートステイ事業等一時預かり事業の充実

●重点事業

※「産後ケア事業」「母子への食育の推進」は、「第4次青梅市健康増進計画・第3次青梅市食育推進

計画」にて推進されていた事業を改めて本計画にも位置づけたものです。

事業内容・目標

1 こども家庭センター 【施策❶（１）①】

０歳から 18 歳までのこどもとその家庭の問題に対する総合的な窓口となるこ

ども家庭センターの機能をさらに充実する。

2 産後ケア事業 【施策❶（１）①】

出産後の母親の育児を支援するために、助産師による母子ケアを実施する。

また、特に妊産婦のメンタルヘルスに対応するため、関係機関と連携して取組

を推進する。

3 母子への食育の推進 【施策❶（１）①】

母子健康手帳や「妊産婦のための食生活指針」などを活用して妊産婦の健康管

理や意識向上に努めるとともに、乳幼児の健康診査・離乳食教室・幼児食教室な

どを通した食の適切な進め方を支援する。

４ 子育て支援事業の充実 【施策❶（２）①】

親子の成長、関係形成を支援する。

また、子育てひろば等で、親子のふれあう交流の場の提供および子育て相談、

子育てに関する情報提供などを行う。

写真など
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❷ 学童期・思春期

中高生のアンケート調査では、自分に自信があると思う本市のこどもは、約５割程度となっており、

こども家庭庁が行ったこども若者の自己肯定感の調査結果と比べ、低い数値となっています。

こどもの健全な育成を進めるためには、自己肯定感の醸成とともに、規範意識や思いやりの心を育て

るため、他者と連携・協働しながら、社会を生き抜き、地域の課題解決を社会の構成員として主体的に

担う力を発達の程度等に応じて身に付けることができるよう支援していきます。

●基本施策／施策の展開

（１）教育環境の充実

①安心して学べる質の高い教育の提供等

②こども・若者の視点に立った居場所づくり

③地域社会と連携した教育体制の整備

（２）豊かな心と体づくり

①こころのケアの情報提供や相談体制の充実

②成年年齢を迎える前に必要となる知識に関する情報提供や教育

（３）安心して学ぶことのできる環境づくり

①不登校のこどもへの支援

②高校中退の予防、高校中退後の支援

●重点事業

●既存主要事業

情報化や国際化に対応した学校教育の充実

地域の教育力の向上

ショートステイ事業等の子育て支援対策の充実

学童保育所や、子育て支援センターの居場所確保の取組

放課後子ども教室による地域住民と連携した教育活動

事業内容・目標

1 こども・中高生の居場所づくり 【施策❷（１）②】

子育て支援センター、市民センター等を活用した、小学生から高校生までが利

用できる居場所事業を実施できるよう取り組む。

また、ＮＰＯ活動支援を通した「こども第三の居場所」の確保を図る。

2 心身の健やかな成長のためこども福祉、相談支援の充実【施策❷（２）①】

こども・若者・家族が抱えている虐待・いじめ、喫煙、薬物濫用など様々な悩

みや問題、不安を受け止め、寄り添う相談支援の充実を図る。

写真など
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❸ 青年期

中高生アンケート調査では、理想的には、「大学まで」行きたいの割合が６割を超えていますが、現実

的にはどうなると思うかでは、およそ１０ポイント低下し、厳しいと考えている様子が伺えます。

若者が、家庭の経済状況にかかわらず、大学等の高等教育機関に進学する機会を確保できるよう、高

等教育段階の修学支援をしていきます。

また、若者の就職活動段階において、マッチングの向上等を図ることや、結婚を希望する方への支援

として、出会いの機会・場の創出支援について、効果の高い取組を推進し、より広域での展開、官民連

携、伴走型の支援を充実させていきます。

●基本施策／施策の展開

（１）就学支援の充実

①高等教育の就学支援

（２）就労支援の充実

①就労支援、雇用と経済的基盤の安定の取組

（３）結婚を希望する方への支援

①結婚・新生活への支援

（４）相談体制の充実

①若者やその家族に対する相談体制の充実

●重点事業

●既存主要事業

受験生チャレンジ支援貸付事業

青梅市育英資金（奨学金）融資

おうめにきめた！移住支援金

青梅市結婚新生活スタートアップ応援事業費補助金

結婚おうめ生活お祝い金

青梅市創業者応援事業補助金

事業内容・目標

1 結婚を希望する方への支援の充実 【施策❸（３）①】

結婚を希望する方への機会創出を支援するために、他自治体の取組を参照しな

がら、青梅市独自の場を設けていく。また、経済的事情や仕事の問題などで結婚

の希望が叶えられない方のため、新生活のスタートアップへの支援を推進してい

く。

2 プレコンセプションケアの推進 【施策❸（３）①】

青年期の男女ともに性や妊娠に関する正しい知識を身に付け、適切な健康管理

を行うプレコンセプションケアについて、広報や教室等を通して周知する。

写真など
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基本目標３ 保護者が安心して産み・育てることができる環境を確保します

子育て当事者への支援の充実を目指す

本市では、子育て支援のための経済的負担軽減、地域ネットワークによる子育て・家庭教育支援、共

働き家庭のワーク・ライフ・バランスの推進、ひとり親家庭への支援、子育て情報提供の充実、安全な

外出環境の整備を進めています。アンケート調査では、進学費用の支援、緊急時の預け先確保、職場の

理解・協力、情報提供の充実、こどもの安全確保が重要とされています。今後も、サービス利用の必要

性がある保護者がサービスを必要なときに利用できるよう、情報提供を進めるとともに、利用しやすい

環境づくりを進めていきます。

●基本施策／施策の展開

（１）妊娠から出産、子育て・教育の経済的負担の軽減

①幼児期から高等教育段階まで切れ目のない負担軽減

（２）地域子育て支援、家庭教育支援

①一時預かりや地域協力による子育て環境の充実

②家庭教育支援チームの普及

（３）男女協働の子育ての推進

①育児休業制度の強化、長時間労働の是正や働き方改革の促進

②男性の家事・子育てへの参画の促進、企業の福利厚生の充実

③男性の育児休業が当たり前になる社会の実現

（４）ひとり親家庭への支援

①各家庭の状況に応じた生活・子育て・就労等の支援

②こどもに届く生活・学習支援の推進

③安全・安心な親子の交流の推進

④養育費に関する相談支援や取決めの促進の強化

（５）子育て相談・情報提供の充実

①相談支援体制の強化

②情報の提供体制の強化

（６）持続可能な地域社会の形成

①少子化対策に関する取り組み

②やさしいまちづくり

写真など
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●重点事業

●既存主要事業

児童手当、医療費助成等による子育てにおける経済的負担の軽減

一時預かり・ショートステイ事業等の充実による一時的な預け先の確保

交通機関利用児童通学費補助等の各種手当等による就学援助

ファミリー・サポート・センター等の地域と連携した子育て支援の充実

ひとり親家庭等の自立支援の推進

障害児施策の充実

事業内容・目標

1 学校給食費無償化の継続実施 【施策（１）①】

子育て世代を経済的に支援するため、市立小・中学校の給食費を無償化した。

国等が事業化するまで継続して実施する。

２ 育児支援ヘルパー事業の活用普及 【施策（２）①】

出産前後の身体的・精神的に不安定な時期の育児や家事を支援し、孤立防止や

不安解消を図るため、制度の拡充を進める。

また、多子・多胎に対する支援も拡充する。

３ 一時預かり事業の充実 【施策（２）①】

保護者の事情で一時的に保育が困難になった場合、保育所やショートステイ事

業等で保護者に代わって保育する一時預かり事業を拡充する。

４ 子育て情報の提供の充実 【施策（５）①】

市内ＮＰＯ団体等と連携し「青梅市子育て支援ガイド」の記載内容を充実する

とともに、「子育てアプリ」の普及を一層進め、保護者が求める情報に、より簡

単にアクセスすることができる環境を整備する。
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４ 計画全体の指標

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

項目 現状値 目標値 根拠／目標値説明

1 「子どもの権利」について、「内容を知っている」と

回答する中学生の割合

17.3％ 30％以上 こどもアンケート Q4
現状値の２倍程度を目標とする。

2 「将来、青梅市に住みたいと思う」と回答する中学

生の割合

47.6％ 60％以上 こどもアンケート Q7
「住み続けたい」「いつかまた戻りたい」の合計値

小学生高学年の合計値 63.3％の維持を目標とする。

3 「自分に自信がある」と思う中高生の割合 47.3％ 70％以上 アンケート調査 中高生問 17①
「ある」「どちらかというとある」の合計値

国の同様項目の目標値を目標とする。

4 「自分の将来の夢や目標を持っている」と回答する

こどもの割合

63.6％ 80％以上 アンケート調査 中高生問 17⑤
「持っている」「どちらかというと持っている」の合計値

国の同様項目の目標値を目標とする。

5 困っていることや悩んでいることがあるとき「誰に

も相談しない」と回答するこどもの割合

11.2％ 3％以下 アンケート調査 中高生問 19
国の同様項目の実績近似値を目標とする。

6 こどもにおけるヤングケアラーの認知度

「知らない」と答える中高生の割合

48.4％ 20％以下 アンケート調査 中高生問 23
保護者問 20の実績近似値を目標とする。

7 「結婚したい」と考えている若者未婚者の割合 58.7％ 70％以上 若者アンケート Q9
「今はまだわからない」の半分と「結婚したい」の合計

値を目標とする。

8 青梅市の暮らしに満足している若者の割合 70％ 80％以上 若者アンケート Q14
「満足」「どちらかといえば満足」の合計値

「どちらかといえば不満足」の半分との合計値を目標と

する。

9 青梅市の年度出生数（令和３年度～９年度） 615 人 526 人以上 青梅市まち・ひと・しごと創生総合戦略の基本目標１で

示す令和９年度目標値
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青梅市こども計画原案

検討資料

（令和６年１１月１日）

第４章

-55-



第４章 子ども･子育て支援施策の

具体的な展開

１ 子育て・子育ちを支援します

全てのこども・若者が、心身の状況、置かれている環境等にかかわらず、ひとしくそ

の権利の擁護が図られ、身体的・精神的・社会的に将来にわたって幸せな状態（ウェル

ビーイング）で生活を送ることができる社会を実現します。そのため、こども・若者の

権利の意識の醸成に向けて、啓発をしていきます。さらに、こども・若者を権利の主体

として認識し、その多様な人格・個性を尊重し、権利を保障し、こども・若者の今とこ

れからの最善の利益を図ります。

（１）こども・若者が権利の主体であることの社会全体での共有

および権利の保障

全てのこども・若者に対して、こども基本法の趣旨や内容について理解を深めるため

の情報提供や啓発を行います。

また、保護者や教職員、幼児教育・保育や青少年教育に携わる者などこどもや若者の

健やかな育ちや子育て当事者の支援に携わるおとなへの情報提供を推進し、また、広く

社会に対しても、こども基本法やこどもの権利条約の趣旨や内容について広く情報発

信を行います。

①青梅市こども基本条例の制定

②こども基本法の周知

③こどもの権利に関する理解普及、促進、権利の保障

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

こども基本法の周知

ＨＰにて公開するとともに、こども

基本条例制定時にも周知していき
ます。

子育て応援課

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

児童の人権に関する理解
の普及・啓発

①ポスターチラシの配布等の普
及・啓発活動を継続します。

子育て応援課
指導室

②教員対象の研修会、情報の提供及
び広報活動の充実を図ります。

③広報や子育てモバイルなどを活
用し、市民に対する情報提供及び

広報の充実を図ります。

個性を認め合う人権意識
の醸成

①人権を大切にする心を養う教育

について徹底を図ります。

指導室
市民安全課

②児童虐待やいじめ、差別などの問
題への取組を通して、人権教育を
進めます。

③人権の花運動を通じ、人権尊重思

想の普及・啓発を図ります。

こどもの視点に立った取

組

アンケート調査など、様々な事業に

おいてこどもの視点・意見を反映す
る取組を進めます。

子育て応援課

権利の保障に取り組む組
織づくり

こどもの権利を保障する組織を作
ります。 子育て応援課

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

こども基本条例の制定
市民対話を重ね条例を制定します。

子育て応援課
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（２）多様な遊びや体験・活躍ができる機会や居場所の創設

身近なところで子育て中の保護者とこどもが気軽に集まれる場所を増やし、個々の

ニーズに応じた子育てに関する情報を手に入れることができるよう、多種多様な子育

ての情報を提供するとともに、発信の方法を検討し、子育ての楽しさを感じてもらえる

よう家庭を支える仕組みを築いていきます。

こども・若者が、多世代との交流、文化芸術やスポーツなどの体験学習、社会参加等

を通じて人間形成の基礎となる道徳性など豊かな心を育むことができるように支援し

ます。

①遊びや体験活動の推進、居場所の創設

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

公園・緑地、児童遊園の
活用

都市公園、児童遊園をこども等が安
全に利用ができるよう、定期的な施
設の点検・清掃を実施するととも

に、利用者ニーズに配慮した遊具の
更新などの管理を行います。

公園緑地課

公園・緑地内の緑地管理
ボランティア育成

公園・緑地内の緑地を管理するボラ
ンティアの育成を図ります。 公園緑地課

自然環境を生かした子育
て環境づくり

恵まれた自然環境の中で、こどもた
ちが集い、遊び・学びの場所づくり

を検討します。
公園緑地課
子育て応援課

体験的な学習の充実

①森や河川を利用し、多様な自然体
験活動の機会を提供します。

農林水産課

社会教育課

市民活動推進課

環境政策課

文化課

②野鳥講座を継続して実施します。

③伝統文化体験、工作・手芸体験、
異年齢集団による活動体験等、多
様な体験機会の充実を図ります。

ジュニアスポーツ教室の
開催

体を動かす楽しさを知り、スポーツ

への関心を高めるために、ジュニア
世代への各種スポーツの紹介、体験
機会の提供を行います。 スポーツ推進課

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

児童の健全育成

①青少年健全育成各地区委員会の
事業を支援していきます。

子育て応援課

市民活動推進課②関係各課、機関等との連携を図
り、性の逸脱行為や少年非行等の
防止の支援を行います。

地域や社会に関する学習
機会の充実

①学校教育や社会教育を通して、こ

どもや女性、市民の権利や、市民
の義務などについての学習を充
実します。

指導室
社会教育課

市民活動推進課

②地域での体験学習機会を増やし、
学校・家庭・地域が一体となった

教育、地域の将来を担う人材の育
成を行います。

③子ども会活動の支援を行います。

こどもの祭り・イベント

づくり

①祭りやイベントに、こどもが参加
できる機会の充実を図ります。

社会教育課

市民活動推進課
子育て応援課

②青梅市全体でこどもと大人が仲
良くふれあえるような楽しいイ

ベントを検討します。

地域住民の主体的活動の
支援

①地域での子育て支援活動の促進

に向けて、市民センター、自治会
館などを活用し、乳幼児から高齢
者で気軽に交流できるサロン（広

場）の設置など地域支援を進めま
す。

子育て応援課
市民活動推進課

②子育てサークル等のネットワー
クの育成を図ります。

青少年リーダーの育成

小学生から高校生までの異年齢集

団による様々な体験活動を通じ、子
ども会・地域活動における青少年リ
ーダーの育成を図ります。

社会教育課
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②生活習慣の形成・定着

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

地域のボランティアの育

成

①各施設を中心に、地域教育を協働
できる体制づくりを検討します。

市民活動推進課②青梅ボランティア・市民活動セン

ターと連携し、地域のボランティ
アの育成に努めます。

子ども食堂推進事業

民間団体等が行う地域のこどもへ
食事および交流の場を提供する取
組について、その経費の一部を補助

し、各中学校区に一か所程度の実施
を目指します。

子育て応援課

青少年の居場所の創設

長期計画に記載のプレーパーク等、
こども・若者が気軽に集まれる居場

所創設の検討を行います。
子育て応援課

大型児童センターの整備

文化複合施設等整備基本計画を踏

まえた、こども・若者のための拠点
としての大型児童センターの設置
に向けた検討を行います。

子育て応援課

文化複合施設等整備
担当

外国人と保育園との交流

保育園に留学生を招待して、保育園

児と交流します。 ＊＊＊＊＊＊＊＊

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

地域活動の活性化と地

域、学校、行政が協働し
た取組の推進

①自治会、子ども会などの地域活動

を支援するとともに、地域での活
動の情報収集とその発信に努め
ます。

子育て応援課

市民活動推進課

②地域、学校、行政が一体となった
イベントなどの取組を進めます。

③子育てサポーター講習、地域ボラ
ンティア講習などを実施し、市民

ボランティアの育成を図るとと
もに、ボランティア市民活動など
と連携した活用を進めます。

③こども・若者が活躍するこどもまんなかまちづくり

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

地域コミュニティ活動へ
のこどもの参画促進

①清掃やリサイクルなどの地域維
持活動やイベント、福祉ボランテ

ィア活動などへのこどもの参画
機会の充実を図ります。

子育て応援課

②こどもへの広報を拡充し、こども
の自主的な参画を促進します。

こども会議の設置

こども会議の開催を重ね、こども議
会開催を目指します。 子育て応援課

若者会議の設置

こども会議経験者を中心に、若者会

議を開催します。 子育て応援課

小学生・中学生オンライ
ン交流会の開催

青梅市の将来を担うこどもたちが、

それぞれのテーマについて他校と
の意見交換・交流を通じて、市政運
営に対し、興味・関心をもってもら

うとともに、こどもたちの声を市政
運営に反映させることを目的とし
て開催します。

企画政策課

高校生と市長との意見交
換会

将来を担う若者たちが、様々なテー

マについて、プレゼンテーション
し、市長・教育長との意見交換を通
じて、市政運営に対し、興味・関心

をもってもらうとともに、若者の声
を市政運営に反映させることを目
的として開催します。

企画政策課

高校生・大学生との協働

プロジェクト

高校生・大学生との協働で市のPR活

動を行います。 ＊＊＊＊＊＊＊＊
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（３）こどもや若者への切れ目のない保健・医療の提供

健康診査、健康相談等の母子保健事業をきめ細かく実施することにより、相談できる

環境整備を進めるとともに、適切な育児情報を提供し、育児不安の軽減を図ります。ま

た、支援が必要な家庭を早期に把握し、関係機関との連携を強化しながら、専門的な相

談につなぐことで、子育て家庭が自信とゆとりを持って子育てができるよう努めます。

①成育医療等に関する相談支援

②慢性疾病・難病を抱えるこども・若者への支援

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊
＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊
＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊
＊＊＊＊＊＊

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊
＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊
＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊
＊＊＊＊＊＊
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（４）こどもの貧困対策

経済的な理由でこどもを産み育てることが困難な状況にならないよう引き続き各種

手当等の経済的支援を充実します。

経済的格差の広がりは、教育や進学の機会を狭めるだけでなく、こどもが育つ環境に

も大きな影響を及ぼします。こども・若者が安心して自分らしく生きていけるよう、支

援します。

①教育の支援

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

受験生チャレンジ支援貸

付事業

学習塾等の費用や高校や大学など

の受験費用について、一定所得以下
の世帯の方に無利子で貸付けを行
うことにより、中学３年生や高校３

年生またはそれに準じる家庭への
支援を行います。

地域福祉課

こどもの学習・生活支援

事業

経済的な理由により十分な学習が
できない小学３年生から６年生ま

で及び中学生を対象に、家庭訪問に
よる学習支援やその保護者に対す
る進学指導等を行います。

地域福祉課

就学援助

経済的な理由で小・中学校の教育費

支出が困難な家庭に対し、学用品や
修学旅行費等の一部および給食費
等を援助します。

学務課

②生活の安定に資するための支援

③保護者の就労支援

④貧困に対する経済的支援

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

自立相談支援事業

生活上での様々な問題に応じた継

続的な相談を行い、必要な支援を相
談者と一緒に考え、具体的なプラン
を作成し、自立に向けた支援を行い

ます。
地域福祉課

家計改善支援事業

相談者が自分自身で家計の問題を
把握し、適切な家計管理ができるよ

う支援します。
地域福祉課

住居確保給付金事業

離職等により住居を失った方また

は失うおそれがある方で、就職に向
けた活動をすることを条件に、一定
期間、家賃相当額を支給します。

地域福祉課

市営住宅

住宅に困窮する世帯を対象として

市が家族向けの住宅を供給します。 住宅課

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

就労支援員による就労支
援

生活保護受給者を対象に、専門の相
談員が、履歴書の書き方や面接の対

応の相談、仕事に就くための支援を
ハローワークと連携して行います。

生活福祉課

学童保育所

仕事などにより、昼間保護者が家庭
にいない児童を対象に、すべての小
学校区で実施します。

子育て応援課

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊＊＊

①＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊

-60-



（５）障害児支援・医療的ケア児等への支援

配慮を必要とするこどもの健やかな発達を支援し、安心して地域生活を送ることが

できるよう、こどもとその保護者に対応するきめ細かな支援の推進を図ります。

障がいのあるこども・若者とその保護者に対しては、一人一人の障がいの状況に応じ

た、きめ細かな支援を行っていくとともに、障がいのあるこども・若者が自立や社会参

加に向けた主体的な取組を支援するという視点に立ち、適切な指導及び必要な支援を

行います。

①地域における支援体制の強化

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

統合保育の充実

インクルーシブ保育を市内保育所
等で実施し、必要な周知を図りま

す。
こども育成課

支援を必要とするこども
と家庭の早期発見・早期

支援

乳幼児健診等や、新生児訪問事業な
ど、様々な機会を通じて、支援を必
要とするこどもの早期発見、早期支

援に努めます。

こども家庭センター
障がい者福祉課

心身障害者(児)緊急一時
保護事業の実施

障害者（児）を在宅で介護している

保護者が、疾病などの理由により介
護することが困難になった場合に、
福祉員を派遣し、一時的な保護を行

います。

障がい者福祉課

心身障害者(児)居宅介護
事業の実施

障害支援区分にもとづき、法に定め
る居宅介護サービスのうち必要な
支援を実施します。

障がい者福祉課

私立幼稚園への支援（心
身障碍児補助）

心身障害児教育事業費補助を行い
支援します。 こども育成課

地域活動支援センター事
業の充実

地域で生活している障害者（児）及

びその家族に対して、相談支援体制
を整備し、必要な支援を行います。

障がい者福祉課

障害のある児童の居場所
づくり

障害のある児童の放課後等におけ
る療育サービスを支援し、安心して

活動できる場所を提供します。 障がい者福祉課

②インクルージョン（社会的包摂）の推進

③特別支援教育等

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

医療的ケア児受入支援事
業

保育が必要な医療的ケア児につい
て、受入園の調整や入所後の保育施
設等や医療的ケア児、保護者に対す

るフォローアップを行います。
こども育成課

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊

①＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊
＊＊＊＊＊＊

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

障害児施策の充実

保健・医療・福祉・教育等が連携し、
障害児の健全発達支援と生活支援
を図るとともに、発達障害等への教

育的支援を行います。また、特別支
援教育への就学奨励を図るため、保
護者の経済的支援を図ります。

障がい者福祉課
学務課

特別支援教育の推進

①障害のある児童・生徒一人ひとり

の能力を最大限に伸長するため、
学校・家庭・地域及び関係機関と
の密接な連携のもとに、乳幼児期

から学校卒業後までのライフス
テージを見通し、施設の整備を含
めた特別支援教育のさらなる展

開を進めます。

施設課
教育総務課

学務課

②リーフレットによる理解・啓発と

保護者等に向けた研修会の充実
を図ります。

特別支援教室

発達障害等により特別な支援が必
要な幼児・児童・生徒の生活や学習

上の困難を改善または克服するた
め、適切な指導および必要な支援を
行います。

学務課
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（６）児童虐待防止対策と社会的養護の推進及びヤングケアラー

への支援

すべてのこども・家庭の相談に対するこども支援の専門性をもった体制を構築し、こ

どもの最善の利益を尊重し、相談・支援体制の更なる強化を図るため「こども家庭総合

支援室」での支援を引き続き実施します。「こども家庭総合支援室」では、家庭児童相

談室の機能を包含し、要保護児童対策地域協議会の活性化を図り、関係機関の適切な対

応と支援者の資質向上に努め、地域の連携体制の充実を図り、虐待の未然防止、早期発

見、早期対応に努めます。

①児童虐待防止対策等の更なる強化

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

いじめ、不登校などへの
取組

①教員研修や教育相談活動の充実

を図るとともに、教育相談所と連
携し、学校への心理相談員の派遣
やスクールカウンセラーの配置

を充実し、いじめや不登校などの
問題に取り組みます。

学務課
指導室

②小・中学校一貫教育を通して、小
学校から中学校へ進学する際に、

１人ひとりの個性を活かした対
応を図ることで安心の向上に努
めます。

児童虐待の未然防止と被
害に遭ったこどもの支援

要保護児童対策地域協議会を中心

として、関係機関との連携を強化
し、育児虐待の被害に遭ったこども
に対し、面談などの支援を行いま

す。また保護者に対し、家庭環境の
改善に向けた指導・支援を行うとと
もに、学校や児童相談所、医療機関

などの関係機関と連携し、再発防止
に取り組みます。

こども家庭センター
指導室

障がい者福祉課

②社会的養護を必要とするこども・若者に対する支援

③ヤングケアラーへの支援

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

外国人のための日本語教
室

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊

＊＊＊＊＊＊

多文化キッズサロン

①日本語を母語としない子供を対
象とした学習事業を実施します。

＊＊＊＊＊＊

②日本語を母語としない子供とそ
の保護者を対象とした相談事業

を実施します。

③日本語を母語としない子供を対
象とした地域との交流事業を実
施します。

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

ヤングケアラー問題の市

民周知

ヤングケアラー問題に関して、周
知・啓発を図っていきます。 子育て応援課
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（７）こども・若者の自殺対策、犯罪などからこども・若者を守

る取組

誰もが安全・安心に、そして快適に暮らせるまちづくりを目指し、福祉のまちづくり

を推進するとともに、自分たちの地域を自分たちで守る地域の力を高める活動を推進

します。警察、行政、保育所、学校園、地域等関係機関との連携・協力の強化を図り、

こども自らが危険回避できる力を養うための防犯・防災・交通安全教育に今後も引き続

き取り組んでいきます。

有害環境からこども達を守るために、警察・行政・学校・地域・関係機関の連携を強

化して、こども・若者の安全を確保し、犯罪抑止力の高いまちづくりを推進します。

非行は、家庭・学校・地域のそれぞれが抱えている問題が複雑に絡み合って発生しま

す。このため、家庭・学校・地域が緊密に連携し、こども・若者が非行や犯罪に走るこ

とがないよう支援を行っていきます。

①こども・若者の自殺対策

②ネット・リテラシーの普及・啓発

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

こども・若者育成支援強
調月間等における周知啓
発事業

青少年の非行・被害防止全国強調月
間等において、周知・啓発を行い市

民が理解を深め、さらに関係機関・
団体と地域住民等とが相互に協
力・連携して、青少年の規範意識の

醸成および有害環境への適切な対
応を図る取組を集中的に実施する
ことにより、次代を担う青少年の健

全な育成を図ります。

子育て応援課

自殺防止対策計画
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊

＊＊＊＊＊＊

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊

①＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊
＊＊＊＊＊＊

③事故・災害、非行・犯罪・性暴力対策等からこどもを守る環境整備

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

有害環境対策の推進

事業者や地域住民とも連携し、性や
暴力などのこどもに対する有害情

報の自主的規制を推進します。
子育て応援課

こどもの交通事故や災害

被害のないまちづくりの
推進

①警察等と連携し、交通安全総点検

を実施して、通学路の安全確保に
努めます。

交通政策課
都市整備部管理課
土木課

学務課

②こどもに対する交通安全教育の
充実を図ります。

③自転車ヘルメット購入費の助成

を実施します。

こどもを犯罪等の被害か

ら守るまちづくりの推進

①通学路などに街路灯などの整備

を図ります。

子育て応援課
都市整備部管理課

教育総務課
指導室

②こどもや保護者に対して犯罪等
に関する情報提供を速やかに行
うとともに、全校でのセーフティ

教室などを行います。

③防犯パトロールや「子ども 110 番

の家」など、防犯ボランティア活
動を促進します。

青少年問題協議会等の開

催

問題青少年の保護及び指導並びに
矯正に関し協議、また、委員相互が

情報交換することにより、青少年健
全育成の推進を図ります。

子育て応援課
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２ こどもの将来にわたるウェルビーイングを実現します

誕生前から幼児期まで

妊娠・出産から安心して子育てができるよう、周産期に求められる様々なニーズに対

して、切れ目ない情報提供や相談支援の充実、保健・医療・福祉の支援体制により、産

前産後の支援の充実と体制強化とともに、予期せぬ妊娠等に悩む若年妊婦等が必要な

支援を受けられるよう、乳児院や母子生活支援施設、ＮＰＯなどの民間団体とも連携し

ながら、取組を進めていきます。

学童期・思春期

中高生のアンケート調査では、自分に自信があると思うこどもは、約５割程度となっ

ており一方、自分に自信がないこどももいます。こどもの健全な育成を進めるためには、

自己肯定感の醸成とともに、規範意識や思いやりの心を育てるため、他者と連携・協働

しながら、社会を生き抜き、地域の課題解決を社会の構成員として主体的に担う力を発

達の程度等に応じて身に付けることができるよう支援していきます。

青年期

中高生アンケート調査では、理想的には、「大学まで」行きたいの割合が６割を超え

最も高くなっていますが、現実は理想より低くなっています。若者が、家庭の経済状況

にかかわらず、大学等の高等教育機関に進学する機会を確保できるよう、高等教育段階

の修学支援をしていきます。

また、若者の就職活動段階において、マッチングの向上等を図ることや、結婚を希望

する方への支援として、出会いの機会・場の創出支援について、効果の高い取組を推進

し、より広域での展開、官民連携、伴走型の支援を充実させていきます。

a 誕生前から幼児期まで

（１）母子の健康支援

健康診査、健康相談等の母子保健事業をきめ細かく実施することにより、相談できる

環境整備を進めるとともに、適切な育児情報を提供し、育児不安の軽減を図ります。ま

た、支援が必要な家庭を早期に把握し、関係機関との連携を強化しながら、専門的な相

談につなぐことで、子育て家庭が自信とゆとりを持って子育てができるよう努めます。

①切れ目ない母子保健・医療の確保

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

休日診療の実施

日曜日、祝日および年末年始の急病

患者に対し、青梅市休日夜間診療所
において内科・小児科の診療を、青
梅市休日夜間薬局において保険調

剤を実施します。また、青梅市歯科
医師会会員の各歯科医院の輪番方
式により、応急歯科診療を実施しま

す。

健康課

平日夜間診療の実施

平日の夜間の急病患者に対し、青梅
市休日夜間診療所において内科・小
児科の診療を、青梅市休日夜間薬局

において保険調剤を実施します。
健康課

市内医療機関の診療の実

施

小児科を標ぼうしている市内の医
療機関において診察します。また、
市立青梅総合医療センター等にお

いて、第二次救急医療体制および第
三次救急医療体制をとっています。

健康課
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（２）親子の成長と交流の場の支援

子育て中の親の仲間づくり、社会参加を促進するために、日常的に交流ができるよう

な環境づくりに努め、地域子育て支援拠点を充実し、保護者同士の交流や育児不安の軽

減などを図ります。

①こどもの誕生前から幼児期までのこどもの成長の保障と遊びの充実

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

子育て支援事業の拡充
（ＢＰ、スキンシップ等）

市民センターなどを会場にした子
育て支援事業を継続するとともに

自治会館などの既存施設の活用の
検討をします。

子育て応援課

子育て支援講座の充実

子育てを支援する講座の充実に努
めます。 子育て応援課

子育てひろば事業などの

活用

絵本の読み聞かせなどを通じ、絵本
と出会う機会づくりと親子の交流

を進めます。

子育て応援課

社会教育課

こんにちは赤ちゃん事業
の充実

生後 4 か月までの乳児がいる全て
の家庭を訪問し、子育て支援に関す
る情報提供や養育環境等の把握を

することにより、子育て家庭の孤立
化を防ぎ、乳幼児の健全な育成環境
を整備します。

こども家庭センター

（３）教育・保育サービスの充実

教育・保育ニーズの動向を踏まえ、適切な施設整備について検討していきます。また、

教育・保育施設に通っている・いないに関わらず、すべてのこどもたちが年齢に応じて

健やかな育ちを確保できるよう、また、それぞれの時期にふさわしい教育・保育が受け

られるよう、職員への学びと育ちの連続性の共通理解を含めた資質向上のための研修、

交流等の実施や、こども同士の交流を進め、小学校への円滑な接続を図ります。

①教育・保育サービスの適正な確保策の推進

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

幼稚園、保育園、小学校
の連携の推進

幼稚園、保育園と小学校との連携に
向けて、各幼稚園への情報提供を行

います。
こども育成課

保育所等の整備・充実の

支援

施設整備計画にもとづき、私立保育
所等の整備、充実を支援していきま
す。

こども育成課

延長保育事業の充実
内容の充実を図ります。

こども育成課

病児・病後児保育事業

病気や病気の回復期にあり、保育
所、幼稚園、小学校に通園通学がで

きないお子さんで、かつ保護者が仕
事等により家庭で保育できない場
合に一時的に保育します。

こども育成課
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b 学童期・思春期

（１）教育環境の充実

こども・若者が、多世代との交流、文化芸術やものづくりなどの体験学習、社会参加

等を通じて人間形成の基礎となる道徳性など豊かな心を育むことができるように支援

します。

①安心して学べる質の高い教育の提供等

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

学ぶ意欲と基礎学力の向
上

①教師の研究活動や研修の充実を

図り、楽しい授業、分かる授業の
できる教師の育成を図ります。

指導室

②授業日数の弾力化により授業時
数の充実を図ります。

③登録制度などを活用し、市民講師
による、実体験にもとづいた興味

のもてる授業の充実を図ります。

④学校図書館の充実とともに読書
活動の充実を図ります。

⑤小・中学校一貫教育により、９年
間を通した指導の充実を図りま

す。

⑥東京都の補助事業を活用した学

力向上施策の実施により、児童・
生徒に基礎・基本の習得を図りま
す。

情報化や国際化に対応し

た学校教育の充実

①コンピュータを活用した教育の

充実や、ＡＥＴ（教員と協力して
英語指導を行う外国人）の活用を
進めます。

指導室

②ＡＥＴを各小・中学校に派遣し、
英語指導・国際理解教育の充実を

図ります。

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

学校の教育施設・設備の
充実

①屋内運動場等の非構造部材耐震
化により、防災対策の充実に努め

ます。

施設課
教育総務課

②外壁等改修など、学校の教育環境
の整備に努めます。

③学校のバリアフリー化に努めま
す。

④学校施設の再編について検討を

進めます。

研修および人材確保等に
対する支援の実施

教諭・保育士等の質を向上させるた

めの研修や人材確保等に対する支
援に努めます。

こども育成課

子育てグループづくり

各施設における親子の遊びや交
流・学習、母親学級などの機会を通

して、親同士のコミュニケーション
を図り、子育てグループの育成を図
ります。

子育て応援課

学力向上対策事業「スタ
ディアシスト」

S&D たまぐーセンターや福祉セン
ターにおいて、中学 3 年生を対象

に、教育課程時間外に進学に向けた
学習を支援します。

指導室

学校の放課後補修事業

「ステップアップクラ
ス」

市内小・中学校において、小学４年
生から中学３年生までの児童・生徒

を対象に、放課後等に、算数・数学・
国語の学習を支援します。

指導室
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②こども・若者の視点に立った居場所づくり

③地域社会と連携した教育体制の整備

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

こどもの居場所づくり

子育て支援事業で、放課後・週末な
どの児童の居場所づくりを目指し、

拡充を進めます。
市民活動推進課
子育て応援課

中高生の居場所づくり

①総合体育館の個人開放事業を継

続します。
スポーツ推進課
社会教育課
子育て応援課

②中高生の居場所づくりに取り組
みます。

地域居場所づくり

①子育て支援センターにおいて乳
幼児の居場所づくりを支援しま

す。

子育て応援課
市民活動推進課

②各市民センターや青梅市文化交

流センターなど地域社会の中で、
放課後に子供たちの安全で健や
かな居場所づくりを推進します。

子ども第三の居場所づく

り

NPOが主催するこどもの居場所の維

持を支援します。 子育て応援課

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

地域と連携した開かれた
学校づくり

①開かれた学校づくりを推進し、保
護者・市民の教育への関心を高

め、学校ボランティア活動への参
加を促進し、地域の教育力を活用
した学校教育の充実を図ります。 指導室

子育て応援課

②校庭や空き教室の活用など、開か

れた学校づくりを進めます。

地域の教育力の向上

①青梅ボランティア・市民活動セン
ターと連携し、学校ボランティ
ア、教育ボランティア活動の充実

を図ります。
市民活動推進課
社会教育課

②図書館ボランティアとの協働等

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

によるおはなし会の開催など、読
書活動の充実を図ります。

③地域の人材を発掘し、身につけた
知識・技術などを広げていくた
め、人材登録制度を実施します。

親と子の交流事業の推進

①親とこどものための体験事業の

充実を図ります。

農業委員会
社会教育課②農業委員の指導のもと、親子農業

体験会を実施します。

青梅市青少年健全育成団
体登録事業

登録された青少年健全育成団体の
情報を市民に提供します。また、市
民センター体育館等の各施設使用

料の免除制度を適用させることに
より、青少年が成長段階に応じて
様々な体験活動ができる環境の整

備を図ります。

子育て応援課

放課後子ども教室の拡充
地域でこどもたちを育む環境づく
りとこどもたちの安心・安全な活動
拠点づくりを推進します。

子育て応援課

放課後子ども教室「夕や

けランド」

小学校の余裕教室等を利用し、放課
後にスポーツや文化活動のほか、
様々な体験活動や学習機会を提供

するとともに、地域住民との交流活
動を行います。

子育て応援課

多世代・異年齢交流事業

の推進

こどもたちが様々な人と出会い、ふ
れあうことのできる多世代・異年齢

交流を推進します。
子育て応援課

青梅学にかかる地域人材
の育成

市内の自然・歴史・文化等を学ぶ「青

梅学」と連携し、地域人材の育成、
機運醸成を図ります。

＊＊＊＊＊＊
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（２）豊かな心と体づくり

身近なところで子育て中の保護者とこどもが気軽に集まれる場所を増やし、個々の

ニーズに応じた子育てに関する情報を手に入れることができるよう、多種多様な子育

ての情報を提供するとともに、発信の方法を検討し、子育ての楽しさを感じてもらえる

よう家庭を支える仕組みを築いていきます。

①こころのケアの情報提供や相談体制の充実

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

交流、文化・芸術、スポ

ーツ・レクリエーション
など多様な活動支援

①「青梅市スポーツ振興基金」によ

る援助・表彰、市民スポーツ大会
などの実施、スポーツ施設や学校
体育施設の貸出などを行うほか、

青梅マラソン大会や奥多摩渓谷
駅伝競走大会において小中学生
の出場部門を設けるなど、多様な

スポーツ活動を支援します。
文化課

スポーツ推進課
社会教育課②公共ホール等使用料助成金によ

り文化交流センターで開催でき
ない大規模な公演等の助成を行

い、多彩な活動を支援します。

③文化財住宅等を活用した、多様な

活動を支援します。

ひきこもり等支援事業

社会生活を円滑に営む上での困難

を有するひきこもり等の状態にあ
る若者等に対して、個別に働きか
け、具体的な支援を実施し自立につ

なげます。

地域福祉課

思春期保健対策の推進

①発達段階に応じた適正な性教育

を行います。

健康課

指導室
学務課

②喫煙・薬物乱用防止等の教育を充
実します。

③心の問題について相談体制の整
備を図り、教育相談活動の充実に
努めます。

④薬物の乱用防止のため、東京都薬

物乱用防止推進青梅・奥多摩地区
協議会と連動して啓発活動を計

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

画し、実施するとともに、市内の
中学生を対象に、薬物乱用防止の

ポスター・標語の募集を実施しま
す。

こどもの相談体制の充実

①教育相談所の心理相談員による
来所相談や電話相談を実施しま

す。

学務課
指導室

②こどもの相談窓口を充実し、相談

しやすい体制づくりを進めます。

青少年専門相談の充実

青少年のかかえる多様な問題を関
係機関へつなげることにより、その

問題に関する相談の充実を図りま
す。

学務課

指導室
子育て応援課

スクールカウンセラーの
配置

全中学校にスクールカウンセラー
を配置し、教育相談の充実を図りま
す。

指導室

スクールソーシャルワー
カー活用事業の導入

市専属のスクールソーシャルワー

カーの配置により教育相談体制の
充実を図ります。

指導室

教育相談研修の充実
教育相談所と連携し、教員研修の充
実を図ります。

指導室

教育相談所

幼児・小学生・中学生に関しての不
登校、学習、心配な行動などの様々
な悩みについて相談に応じます。

学務課
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②成年年齢を迎える前に必要となる知識に関する情報提供や教育

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

家庭教育講座の充実

その時々の情勢にあった講座を計
画し、保護者への学習機会の提供、

充実を図ります。 社会教育課

次代の親の育成

①男女がともに子育てや教育に参

加し、家族のパートナーシップの
強化を促すよう、講座や情報紙な

どによる啓発を行います。

市民安全課
社会教育課②こどもが男女とも家事を手伝う

よう、子ども料理教室や家事分担
カレンダーの作成・配布、通学合
宿の実施などを進めます。

男女平等セミナーの開催

青梅市ジェンダー平等推進計画に

もとづき、セミナーを開催します。 市民安全課
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（３）安心して学ぶことのできる環境づくり

安心してこどもが過ごすことできる場として学校を整備し、自主性を重んじ、自由に

活動や学習又は遊びができるこどもの居場所づくりを積極的に推進します。

①不登校のこどもへの支援

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

就学前教育の充実

市民センターや体育館などにおい

て、地域の実情に応じ、幼児のため
の教室を設け、学習機会を提供しま
す。

子育て応援課
スポーツ推進課

児童・生徒への健全育成
教育の充実

①教育相談の充実を図ります。

学務課
指導室

②市いじめ防止条例の制定により、

いじめの未然防止と対応を図り
ます。

③いじめのない学校づくりを進め
るとともに、不登校対策の充実を

図ります。

④規則正しい生活習慣と食に関す
る指導の充実を図ります。

⑤総合的な学習の時間を活用し、乳
幼児など異なる世代との交流を
進めます。

⑥小・中学校一貫教育を通して、継

続した生活指導の充実を図りま
す。

教育支援センターの設置

（ふれあい学級）

①不登校の状態にある児童に対し
て、学校復帰を目指した指導や、
ふれあい学級への入級を推進し

ます。

指導室
②ふれあい学級に通学している児
童・生徒に対して、在籍校への復
帰や社会的自立をめざした支援

を行います。

②高校中退の予防、高校中退後の支援

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

保育所・幼稚園等への巡
回相談員等派遣事業の充

実

市内全保育所および幼稚園等に、臨
床心理士等の派遣による巡回相談

を実施し、支援が必要なこどもと家
庭の早期発見とその対応の充実を
図ります。

こども育成課

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊

①＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊
②＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊

③＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊

-70-



c 青年期

（１）就学支援の充実

経済的な理由で修学が困難な状況にならないよう奨学金制度等の利用を提案するこ

とにより、経済的に困窮した家庭環境にあるこども・若者への教育支援・生活支援を行

い、こどもの貧困問題への対応を行います。

①高等教育の修学支援

（２）就労支援の充実

若者の定着を促進するとともに、奨学金の返還額の一部について支援したり、新規学

卒者及び中途採用希望者を対象とした合同就職面接（説明）会を開催するなど、その後

のキャリア形成のための基盤となる職業能力を培うことができるよう支援を行います。

②就労支援、雇用と経済的基盤の安定の取組

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

青梅市育英資金（奨学金）
融資

高校および大学等の就学奨励のた
め、保護者の方を対象とした奨学金

を融資します。
学務課

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

職業意識や能力の向上の
支援

①職業体験機会の充実などにより、

自分で自分の進路を選択する力
を身につけるキャリア教育の充
実を図ります。 指導室

商工業振興課

②関係機関や団体と連携し、高校生
や若者の職業能力向上の機会の

充実を図ります。

青梅市民みんなで働く！

移住就業お祝い金

市への移住を促進する取組を行う
「バディ事業者」の独自支援をきっ
かけに、移住を希望する従業員の方

などが市へ移住した際に、当該移住
した従業員の方に対して、移住就業
お祝い金を交付し、移住・定住促進

を図ります。

シティ・

プロモーション課

（３）結婚を希望する方への支援

若者の出会いの機会・場の創出支援について、効果の高い取組を推進するとともに、

結婚に伴う新生活のスタートアップへの支援を推進します。

①結婚・新生活への支援

②若者やその家族に対する相談体制の充実

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

結婚おうめ生活お祝金
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊

シティ・

プロモーション課

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊＊＊

①＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊
②＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊

③＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊
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３ 保護者が安心して産み・育てることができる環境を確保

します

安心して産み・育てることができる環境を確保するために、妊娠から出産、子育てに

至る様々な環境において切れ目のない支援に取り組みます。また、経済的負担の軽減、

ワーク・ライフ・バランスの理解や促進、ひとり親家庭等の特殊な状況にある保護者へ

の支援などに取り組みます。さらに、青梅市全体で持続可能な地域社会を形成するため

に、子育てにやさしいまちづくりを進めていきます。

（１）妊娠から出産、子育て・教育の経済的負担の軽減

幼児期から高等教育段階まで切れ目のない負担軽減を着実に実施します。児童手当

について、次代を担う全てのこどもの育ちを支える基礎的な経済支援としての位置づ

けを明確化し、拡充します。

①幼児期から高等教育段階まで切れ目のない負担軽減

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

子育て世帯への支援
（おむつ回収）

おむつの無料回収を行い、子育て世
帯を支援します。 清掃リサイクル課

子育てにやさしいまちづ
くり（赤ちゃんふらっと
事業）の推進

外出時のおむつ替えや授乳場所の

確保など、子育てにやさしいまちづ
くりを進めます。 子育て応援課

乳幼児医療費助成の実施

義務教育就学前の乳幼児の医療費

を助成します。 こども育成課

こどもや母親、妊婦の健
康の増進確保

母親学級・両親学級の開催、電話相

談等により育児に対する不安の解
消を図り、安心・安全な出産に向け
て支援を行います

こども家庭センター

妊産婦健康診査の実施
妊産婦を対象に、健康診査を実施し
ます。 こども家庭センター

妊婦歯科健康診査の実施
妊婦を対象に、歯科健康診査を実施
します。 こども家庭センター

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

乳幼児健康相談の実施

乳幼児の発育・離乳食・むし歯予防
などについて、保健師、管理栄養士、

歯科衛生士による健康相談を実施
します。

こども家庭センター

妊婦食教室・離乳食教
室・幼児食教室の実施

それぞれの対象に応じた栄養につ
いての講義を実施します。また、試

食や簡単な実習を取り入れ、具体的
な説明を行います。

こども家庭センター

乳幼児健康診査の実施

①３か月児、６か月児、９か月児、
１歳６か月児、３歳児を対象に、
健康診査を実施します。

こども家庭センター

②乳幼児健康診査の結果に応じて、

経過観察健康診査、発達健康診
査、こども発達相談の利用を勧奨
します。

③未受診児に対し、フォローを行い
ます。

幼児体操教室の開催

指定管理者の自主事業として、未就

学児を対象とした運動教室を実施
します。

スポーツ推進課

幼児歯科健康診査等の実
施

①１歳６か月児、３歳児を対象に、
歯科健康診査を実施します。

こども家庭センター②２歳児を対象に、歯科健康教育・
歯科健康診査・予防処置を２回実
施します。

義務教育就学児医療費助
成の実施

義務教育就学児の医療費を助成し

ます。 こども育成課

幼稚園等保護者への支援

幼稚園等に在園する子を持つ保護

者の負担軽減のため補助を行い支
援します。

こども育成課

児童手当の支給
児童手当（国制度）の適正・迅速な
支給を実施します。 こども育成課

交通機関利用児童通学費
補助

公共交通機関を利用して市立小学
校・中学校へ通学する児童・生徒の

保護者に対して、通学費を補助しま
す。

子育て応援課
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No. 事業名 事業の内容 主な担当課

むし歯予防教室の開催

８～１２か月のこどもと親を対象
に、むし歯予防教室を実施します。
また、永久歯のほう出開始時期であ

る５歳児を対象に、５歳児むし歯予
防教室（ビーバークラス）を実施し
ます。

こども家庭センター

「食育」の推進

望ましい食習慣を幼少期から養う
ことの重要性を伝えるため、学習機

会や情報提供を行います
こども家庭センター

多様な他者との関わりの

機会創出事業

他者との関わり合いの中で、非認知
能力の向上など、こどもの健やかな
成長が図られるよう、保護者の就労

等の有無を問わず、児童を定期的に
預かります。

こども育成課

高校生等医療費助成の実
施

高校生等の医療費の自己負担の一
部を助成します。 こども育成課

里帰り出産を対象とした

助成

市外施設で産後ケア事業を利用し
た場合、助成します。
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（２）地域子育て支援、家庭教育支援

家庭、地域、関係機関が連携して、情報提供や学習や活動の場を充実し、子育て家庭

を支援します。

①一時預かりや地域協力による子育て環境の充実

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

子育て短期支援事業(ト

ワイライトステイ)の検
討

関係機関と実施について協議して

いきます。 こども育成課
子育て応援課

乳幼児ショートステイ事

業

保護者が病気、出産、出張等で一時
的にお子さんを養育できない場合

に、保護者に変わって７日間を限度
に保育します。

子育て応援課

育児支援ヘルパー事業

産前・産後の母親の心身が不安定な
時期であって、他に支援する者がな
く、母親の体調不良、育児ストレス

等で家事および育児が困難な妊産
婦に対して、ヘルパーを派遣しま
す。

子育て応援課

一時預かり事業

保護者の事情で家庭での保育が困

難になった場合、保育所等で未就学
児を一時的に預かります。

こども育成課

ファミリー・サポート・

センター事業

育児の援助を受けたい者（利用会
員）と子育ての支援をしてくれる者

（提供会員）にそれぞれ会員登録を
していただき、保育施設への送迎や
こどもの預かりなど、利用希望に応

じて会員同士を紹介することによ
り子育ての支援を行います。

子育て応援課

小１の壁の打破

次年度の一斉入所の時期に申し込
んだ新１年生の家庭は、基本的に入
れるように体制を整えているため、

申込に関する周知の徹底と、申請し
やすい環境をさらに整えていきま
す。

子育て応援課

②家庭教育支援チームの普及

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

地域・世代間交流事業の
推進

①子育て支援施設や学校・保育所な

ど様々な場で、子育て中の父母や
ＮＰＯ法人などの協力を得て、小
中高生と乳幼児との交流に取り

組みます。

子育て応援課
市民活動推進課

②昔からの遊びや知恵を伝承する
取組など高齢者との世代間交流
の実施を進めます。

③自治会や子ども会など地域との
協働事業に取り組みます。

④運動会、盆踊り、文化祭などの事

業をもとに、自治会や子ども会な
ど地域との交流の推進に努めま
す。

⑤ＰＴＡやＮＰＯ法人など地域団
体との共催講座の実施を進めま

す。

青少年健全育成・青少年
対策事業

青少年健全育成各地区委員会が実
施する各種事業について補助金を
交付することにより、当該事業の適

正な運営を推進し、さらに青少年が
地域活動に参加する機会や場を提
供するとともに、親子のふれあい、

異年齢交流や地域交流を通じて、地
域社会全体で青少年の健全育成を
図ります。

子育て応援課

子育てボランティアの育
成

子育て支援センターなどの親子ふ

れあい事業やＮＰＯ法人の活動支
援などを通じて、市民相互の子育て
支援グループの育成を図ります。

子育て応援課
市民活動推進課
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（３）男女協働の子育ての推進

仕事と子育てを両立する上で、保育サービスの充実に加え、企業等における子育てへ

の支援が重要になります。仕事優先型の働き方の見直しや子育てしやすい職場環境づ

くりを浸透、定着させることができるよう、市民や事業主に対する意識啓発を進めてい

きます。

①育児休業制度の強化、長時間労働の是正や働き方改革の促進

②男性の家事・子育てへの参画の促進、企業の福利厚生の充実

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

子育てにやさしい企業・
地域の実現

①関係機関と連携し、市民、事業主
などの意識改革のための広報・啓

発、情報提供を行います。

商工業振興課
子育て応援課②育児・介護休業制度などの普及・

啓発、短時間勤務・フレックスタ
イム制などの普及を促進します。

女性の就労の支援

女性の再雇用や就労、起業を支援す
る講座や講演会の充実を図ります。 市民安全課

仕事と家庭の調和（ワー

ク・ライフ・バランス）
の実現

ワーク・ライフ・バランス実現のた

め、企業・市民との協働により、仕
事と家庭の両立を支援する様々な
取組を行うとともに、制度の周知、

啓発を図ります。

市民安全課

商工業振興課
子育て応援課

青梅市男女平等推進計画
の推進

青梅市ジェンダー平等推進計画に

もとづき、各課の実施事業の推進を
図るとともに、進ちょく状況報告書
を作成し、各事業の内容を確認しま

す。

市民安全課

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊
＊＊＊＊＊＊

③男性の育児休業が当たり前になる社会の実現

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

家事・育児・家庭教育・
地域教育への男性の参画

男女共同による家事・育児への参加
促進に向けて、市民・企業への啓発
を行います。

市民安全課
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（４）ひとり親家庭への支援

関係機関と連携し、子育て支援や生活支援、就労支援、経済的支援等、総合的な支援

に努めるとともに、支援に漏れがないように制度の周知を継続して行います。

①各家庭の状況に応じた生活・子育て・就労等の支援

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

児童扶養手当

ひとり親家庭等の児童が育成され
る家庭の生活の安定と自立の促進

を図るため、児童扶養手当を支給し
ます。

こども育成課

児童育成手当

ひとり親家庭等の児童の福祉の増
進を図るため、児童育成手当（育成

手当）（障害手当）を支給します。
こども育成課

ひとり親家庭等医療費助
成制度（マル親医療証）

ひとり親家庭等の医療費の自己負

担の一部または全部を助成します。 こども育成課

母子および父子福祉資
金・女性福祉資金貸付

母子・父子家庭の方等を対象に、修
学、就学支度等の各資金をお貸しし
ます。

子育て応援課

ひとり親家庭等の自立支

援の推進

ひとり親家庭等の自立のためハロ
ーワークと連携した、自立支援プロ
グラム事業を継続実施するととも

に、資格の取得や教育訓練実施に対
する支援を行います。

子育て応援課

ひとり親家庭高等学校卒
業程度認定試験合格支援
給付金

ひとり親家庭の親および児童が高
卒認定試験の合格を目指す場合に、
民間事業者が実施する対策講座の

受講にかかる費用の一部を支給し
ます。

子育て応援課

ひとり親家庭ホームヘル
プサービス事業

義務教育終了前のお子さんのいる
ひとり親家庭で、生活環境の激変に

より日常生活に支障がある場合、ホ
ームヘルパーを派遣します。

子育て応援課

ひとり親家庭自立支援教

育訓練給付金事業

就職に必要な技能習得や資格の取
得をするため、指定の教育訓練講座
を受講し、終了した場合、受講費用

の一部を支給します。
子育て応援課

こどもに届く生活・学習支援の推進

③安全・安心な親子の交流の推進

④養育費に関する相談支援や取決めの促進の強化

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

ひとり親家庭高等職業訓
練促進給付金

就職に有利な国家資格（看護師等）
を取得するために養成機関におい

て修業する場合、給付金を支給しま
す。

子育て応援課

母子・父子自立支援プロ

グラム策定等事業

ひとり親家庭の母または父を対象
に、個々の状況に応じた就職支援を

母子・父子自立支援員が行います。
子育て応援課

廃棄物処理手数料の減免

児童扶養手当または特別児童扶養

手当を受給されている世帯には、申
請により、指定収集袋を年間で一定
数無料で交付するとともに、粗大ご

み処理手数料、し尿処理手数料、動
物死体処理手数料が無料となりま
す。

清掃リサイクル課

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊

①＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊ ＊＊＊＊＊＊

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊＊＊

①＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊
＊＊＊＊＊＊

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊＊＊

①＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊
＊＊＊＊＊＊
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（５）子育て相談・情報提供の充実

妊娠期から出産後に至るまで、母親が安心して子育てに臨めるよう、必要とされる

様々なニーズに対応するため、子育て当事者のライフステージに合わせた情報提供や

相談支援を充実します。

①相談支援体制の強化

②情報の提供体制の強化

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

保育所相談体制の充実

地域ごとの相談体制の確立を目指

し、相談体制の周知、職員の適正な
配置と職員研修の充実による認識
の向上に努め、内容の充実を図りま

す。

子育て応援課

相談サービスネットワー
クの整備

こども家庭センターを拠点とし、子
育て支援センター、子育てひろばな
どのネットワークを通じて子育て

相談体制の充実を図ります。

子育て応援課
こども家庭センター

指導・相談体制の充実

いじめや不登校の相談など教育相

談の充実を図ります。 指導室

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

保育所の情報提供

保護者に対し、保育所の情報提供を

充実、強化します。 こども育成課

情報提供の充実

ライフサイクルに応じた記載など、

さらに充実した「子育て支援ガイ
ド」をＮＰＯ団体と連携して作成す
るとともに、子育て世代の保護者が

スマートフォン等により子育て支
援情報を取得できる子育てモバイ
ルを運用します。

子育て応援課

第三者評価サービスの実
施

利用者のサービス選択のための情

報提供と保育サービスの質を確保
するため、市内の全保育所で第三者
評価サービスを実施します。

こども育成課

（６）持続可能な地域社会の形成

青梅市全体で持続可能な地域社会を形成するために、子育てにやさしいまちづくり

を推進するとともに、バリアフリー化や福祉マップの改定など福祉のまちづくりを進

めていきます。

①少子化対策に関する取り組み

②やさしいまちづくり

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

子育てにやさしいまちづ
くりの推進

子育て世帯の定住や転入を促すた
め、子育て世帯への入居支援と合わ

せて、その受け皿となる良質な住宅
の供給に努めます。

住宅課

No. 事業名 事業の内容 主な担当課

福祉のまちづくりの推進

「青梅市福祉まちづくり整備要綱」
および「東京都福祉のまちづくり条
例」にもとづき、施設、歩道、公園

などのバリアフリー化を進めます。
地域福祉課

福祉マップの改定

①平成 22 年度に作成した福祉マッ

プを保護者の視点を参考に、必要
に応じ改定します。

地域福祉課
②次期改定時に、福祉マップのホー
ムページ化を検討します。
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青梅市こども計画原案

検討資料

（令和６年１１月１日）

第５章
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第５章 教育・保育および地域子ども・子育て

支援事業の量の見込みと確保方策

１ 制度の全体像

「子ども・子育て支援新制度」とは、平成24年８月に成立した「子ども・子育て支援

法」、「認定こども園法の一部改正法」、「子ども・子育て支援法及び認定こども園法の一

部改正法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」の子ども・子育て関連３法にも

とづく制度のことをいいます。

主なポイントは保育の量的拡大・確保、認定こども園の普及、地域子ども・子育て支

援の強化です。

制度のポイント

◆３法の趣旨

保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識の下に、幼児期

の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進

◆主なポイント

○認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付（「施設型給付」）および小規模保育等へ

の給付（「地域型保育給付」）の創設地域型保育給付は、都市部における待機児童解消ととも

に、こどもの数が減少傾向にある地域における保育機能の確保に対応

○認定こども園制度の改善（幼保連携型認定こども園の改善等）

・幼保連携型認定こども園について、認可・指導監督の一本化、学校および児童福祉

施設としての法的位置づけ

・既存の幼稚園および保育所からの移行は義務づけず、政策的に促進

・幼保連携型認定こども園の設置主体は、国、自治体、学校法人、社会福祉法人のみ

・認定こども園の財政措置を「施設型給付」に一本化

○地域の実情に応じた子ども・子育て支援（利用者支援、地域子育て支援拠点、放課

後児童クラブなどの「地域子ども・子育て支援事業」）の充実

資料：内閣府 子ども・子育て会議資料

２ 制度の事業体系

幼児期の学校教育と、保育の必要性のあるこどもへの保育について、幼稚園・保育所・

認定こども園・小規模保育等の施設等を利用した場合に給付対象となります。

原則、給付費が確実に子育て支援に使われるようにするため、保護者への直接的な給

付ではなく、各施設等が代理で給付を受け、保護者は施設等からサービスを受ける仕組

み（法定代理受領）となります。給付は「子どものための教育・保育給付」と「子育て

のための施設等利用給付」に分かれます。

近年、急速な少子化の進行ならびに幼児期の教育および保育の重要性に鑑み、総合的

な少子化対策を推進する一環として、子育てを行う家庭の経済的負担の軽減を図るた

めに、幼児教育無償化（幼保無償化）を含む改正子ども・子育て支援法が成立したこと

により、令和元年10月から幼児教育・保育の無償化が開始されました。
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（１）子どものための教育・保育給付

① 施設型給付

施設型給付の対象事業は、「認定こども園」、「幼稚園」、「認可保育所」等の教育・保

育施設です。市町村が事業者に対して施設型給付費を支給することになります。

ただし、施設型給付は、次の２つの給付構成が基本となっています。

ａ．満３歳以上児に対する標準的な教育時間および保護者の就労時間等に応じた保

育に対応する給付

ｂ．満３歳未満児の保護者の就労時間等に応じた保育に対応する給付

② 施設型給付

制度では定員が19人以下の保育事業について、市町村による認可事業（地域型保育事

業）として、地域型保育給付の対象となります。

地域型保育給付対象事業は、「小規模保育事業」、「家庭的保育事業」、「事業所内保育

事業」、「居宅訪問型保育事業」の４種類から構成されます。

地域型保育事業の構成

資料：内閣府 子ども・子育て会議資料

（２）子育てのための施設等利用給付

子育てのための施設等利用給付の対象事業は、「幼稚園（未移行）」、「特別支援学校」、

「認可外保育施設」、「預かり保育事業」、「一時預かり事業」、「病児保育事業」「ファミ

リー・サポート・センター事業」となります。

令和元年 10月から開始された無償化の概要

※第２子以降については多子世帯軽減あり。

対象施設
無償化の内容

必要な手続き
０～２歳児 満３歳児 ３～５歳児

幼稚園（新制度

幼稚園）

利用料無償 利用料無償 教育・保育給付認

定（従来どおり）

認可保育所

認定こども園

地域型保育事業

・市町村民税世帯非課税者：利用

料無償

・その他の世帯：所得に応じて負

担

就学前の障害児

の発達支援

通所給付決定

入所給付決定

（従来どおり）

幼稚園（新制度

幼稚園を除く）

ー 上限月額 25,700 円 施設等利用給付認

定（１～３号）

幼稚園（新制度

幼稚園を含む）

ー 市町村民税世帯非

課税者のみ、利用

日数×450 円まで

無償（上限月額

1.63 万円）

利用日数×450

円まで無償（上

限月額 1.13 万

円）

施設等利用給付認

定（２～３号）

認可外保育施設 ・市町村民税世帯非課税者のみ、

月額 4.2 万円を上限に利用料を無

償

・月額 3.7 万円

を上限に利用料

を無償
一時預かり事業

病児保育

病児保育事業

ファミリー・

サポート・

センター事業

認
可
定
員

19 人以下

６人以上

５人以下

１人

小規模保育
事業主体：市町村、民間

事業者等

家庭的保育
事業主体：市町村、民間

事業者等

居宅訪問型保育
事業主体：市町村、

民間事業者等

事業所内保育
事業主体：事業

者等

保育の実施場所等
保育者の居宅

その他の場所、施設

（右に該当する場所を除く）

保育を必要とする
こどもの居宅

事業所の従業員の

こども
＋

地域の保育を

必要とするこども
（地域枠）

-81-



（３）地域子ども・子育て支援事業

地域子ども・子育て支援事業は、市町村が地域の子ども・子育て家庭の実情に応じて

実施する事業です。

地域子ども・子育て支援事業は、「子ども・子育て支援法」で16事業が定められてお

り、その16事業は交付金の対象となりますが、本市では、16事業以外にも独自の施策を

展開し、地域子ども・子育て支援事業として地域の課題解決のために必要なサービスを

整備していきます。

制度における事業の体系

子ども・子育て支援給付 地域子ども・子育て支援事業

○ 施策型給付

・認定こども園
・幼稚園
・保育園
※私立保育所については、現行どおり、市町村が保育所に委託費を支払い、
利用者負担の徴収も市町村が行うものとする

○ 地域型保育給付

・小規模保育
・家庭的保育
・居宅訪問型保育
・事業所内保育
（施設型給付・地域型保育給付は、早朝・夜間・休日保育にも対応）

○ 施設等利用給付

・幼稚園（新１号）
・認可外保育施設（新２、３号以下同じ）
・預かり保育、一時預かり事業
・病児・病後児保育事業
・ファミリー・サポート・センター事業

○ 児童手当

① 利用者支援

② 延長保育事業

③ 実費徴収にかかる補足給付を行う事業

④ 多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業

⑤ 放課後児童クラブ

⑥ 子育て短期支援事業

⑦ 乳児家庭全戸訪問事業

⑧ 養育支援訪問事業その他要支援児童、要保護児童等の支援に資する
事業

⑨ 妊婦健康診査事業

⑩ 子育て世帯訪問支援事業

⑪ 児童育成支援拠点事業

⑫ 親子関係形成支援事業

⑬ 地域子育て支援拠点事業

⑭ 一時預かり事業

⑮ 病児・病後児保育事業

⑯ ファミリー・サポート・センター事業
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（４）保育の必要性の認定について

「子ども・子育て支援法」では、保護者の申請を受けた市町村が客観的基準にもとづ

き、保育の必要性を認定した上で、給付する仕組みとなっています。

① 認定区分

認定は次の１～３号の区分で行われます。

② 施設等利用給付の認定区分（新・認定区分）

施設等利用給付とは、幼児教育・保育の無償化に伴い新たに創設された給付制度です。

この給付は、認可外保育施設、一時預かり事業、病児保育事業、ファミリーサポート

および幼稚園・認定こども園の預かり保育を利用した場合に対象となります。

無償化による給付を受けるためには、当該給付にかかる申請書を提出し、認定（新２

号または新３号）を受ける必要があります。

③ 認定基準

保育の必要性の認定（２号、３号、新２号、新３号の保育の必要性の認定を受けるこ

ども）に当たっては以下の３点について基準を策定します。

※区分は、月単位の保育の必要量に関する区分で、２号、３号が該当します。

事 由

①就労

フルタイムのほか、パートタイム、夜間の就労など月 48時間

以上労働することを常態とする場合

②就労以外の事由

保護者の疾病・障害、産前産後、親族の介護、災害復旧、求職

活動および就学等、またそれらに類するものとして本市が定

める事由

区 分※

①保育標準時間

育児休業・求職活動以外を想定した長時間利用

②保育短時間

育児休業・求職活動を想定した短時間利用

優先利用
保護者の不存在や、虐待防止の観点から特別な支援を要する状

態の場合等

認定区分 対象事業 保育の必要性 対象年齢

１号認定 教育認定
幼稚園

認定こども園
なし

３～５歳児

（３歳以上児）
２号認定

保育認定 幼稚園 あり

保育認定
認定こども園

保育所

あり

３号認定 保育認定

認定こども園

保育所

地域型保育

０～２歳児

（３歳未満児）
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３ 教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の推計

（１）推計の手順

教育・保育、地域子ども・子育て支援事業のニーズ量推計に当たっては、就学前児童

を持つ保護者と小学校児童を持つ保護者を対象としたニーズ量調査の結果をもとに、

国が示した「市町村子ども・子育て支援事業計画における『量の見込み』の算出等のた

めの手引き」の手順に沿って算出し、本市の地域特性の整合性等を検証しながら、一部

補正を行いました。

教育・保育、地域子ども・子育て支援事業のニーズ量推計のフロー

家庭類型の分類(現状)

家庭類型の分類(潜在)

転職・就労希望から算出

人口推計

就労前児童保護者対象のニーズ調査の実施 【家庭類型】

タイプ A：ひとり親家庭

タイプＢ：フルタイム×フルタイム

タイプＣ：フルタイム×パートタイム(月120時間以上

＋48時間～120時間の一部)

タイプＤ：専業主婦(夫)

タイプＥ：パートタイム×パートタイム(双方が月

120時間以上＋48時間～120時間の一部)

タイプＥ'：パートタイム×パートタイム(いずれかが

48時間未満＋48時間～120時間の一部)

タイプＦ：無業×無業家庭類型の分類(潜在)

教育・保育の量の見込みの算出 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みの算出

１ 時間外保育事業

２ 放課後児童健全育成事業

３ 子育て短期支援事業

４ 地域子育て支援拠点事業

５ 一時預かり事業

６ 病児・病後児保育事業

７ 子育て支援活動支援事業

(ファミリー・サポート・センター事業)

８ 利用者支援事業

１ 1号認定(満３歳以上・教育標準時間)

幼稚園、認定こども園

２ ２号認定(満３歳以上・保育認定)

認定こども園および保育所

３ ３号認定(満３歳未満・保育認定)

認定こども園、保育所および地域型保育

整備量の検討

確保策の検討

参酌標準の設定

整備量の検討

確保策の検討
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（２）就学前児童人口の将来推計

子ども・子育て支援事業計画で定めるサービスの対象となる、０歳から11歳までのこ

どもの人口を令和２年から令和６年３月末の住民基本台帳の人口を基にコーホート変

化率法により推計しました。

０歳から11歳までのこどもの将来推計は、減少していくことが見込まれます。

①市全体 単位：人

②東部区域 単位：人

年齢 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度

０歳 531 517 505 494 484

１歳 568 562 547 535 522

２歳 564 578 572 557 545

３歳 654 569 583 577 561

４歳 666 661 575 589 583

５歳 761 676 671 584 597

６歳 714 768 682 677 590

７歳 812 718 772 684 680

８歳 887 812 717 772 683

９歳 872 893 818 722 778

10 歳 917 869 890 815 719

11 歳 894 917 869 890 815

年齢 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度

０歳 483 470 459 449 440

１歳 505 500 486 475 465

２歳 518 531 525 511 500

３歳 587 511 523 517 503

４歳 588 584 509 521 516

５歳 683 607 602 524 536

６歳 643 691 614 610 531

７歳 728 643 692 614 610

８歳 800 732 646 696 616

９歳 771 790 725 639 689

10 歳 825 782 801 733 647

11 歳 814 834 790 810 741

③西部区域 単位：人

④北部区域 単位：人

年齢 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度

０歳 44 43 42 41 40

１歳 53 52 51 50 48

２歳 41 42 42 41 40

３歳 53 46 47 47 46

４歳 70 69 60 62 61

５歳 60 53 53 46 47

６歳 63 67 60 59 52

７歳 68 60 64 57 57

８歳 71 65 58 62 55

９歳 88 90 82 73 78

10 歳 78 74 75 69 61

11 歳 67 69 66 67 62

年齢 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度

０歳 4 4 4 4 4

１歳 10 10 10 10 9

２歳 5 5 5 5 5

３歳 14 12 13 13 12

４歳 8 8 6 6 6

５歳 18 16 16 14 14

６歳 8 10 8 8 7

７歳 16 15 16 13 13

８歳 16 15 13 14 12

９歳 13 13 11 10 11

10 歳 14 13 14 13 11

11 歳 13 14 13 13 12

グラフ

未就学児が５年間で▲8.8(市全体・東

部)でありコメント調整する
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４ 教育・保育の提供区域

区域設定については、現在の教育・保育の利用状況、教育・保育を提供するための施

設整備状況、その他の条件を総合的に勘案して対象事業ごとに１区域、３区域、４区域

を設定します。

（１）１区域（市内全域）分けの対象事業

【 区域設定の主な特徴 】

幼稚園・幼児園事業については、多くの園が園バスを運行させていることから、広範

囲での事業としてとらえることができるため、１区域の設定としました。

居宅訪問型保育については、紹介業務であるため１区域としました。利用者支援につ

いては、現在、各窓口においてそれぞれの事業について説明していますが、子育て全体

について、市役所を中心として、利用者支援ができるように１つの事業区域としました。

病児・病後児保育事業については、現在、病児保育1園、病後児保育１園の計２園で

全域の児童を対象として病児・病後児保育を行っているため１区域としました。

子ども・子育て支援給付

・幼稚園

・居宅訪問型保育（ベビーシッター）

地域子ども・子育て支援事業

①利用者支援

④乳児家庭全戸訪問事業

（こんにちは赤ちゃん事業）

⑤養育支援訪問および要保護児童対策地

域協議会その他の者による要保護児童

等に対する支援に資する事業

⑥ファミリー・サポート・センター事業

⑦子育て短期支援事業

⑨病児・病後児保育事業

（２）３区域（東部地域・西部地域・北部地域）分けの対象事業

【 区域設定の主な特徴 】

保育所については、市全体で待機児童は解消された一方、定員割れをしている施設が

増加しています。そのような中で、北部と西部を結ぶ公共交通機関がないことや地形的

な地域状況の違いもあることなどから３区域としました。

子ども・子育て支援給付

・保育所

・認定こども園

・小規模保育

（定員６人以上 19 人以下の施

設）

・家庭的保育

・事業所内保育

地域子ども・子育て支援事業

②地域子育て支援拠点事業

③一時預かり事業

⑧延長保育事業

⑫実費徴収にかかる補足給付を行

う事業

⑬多様な主体が参画することを促

進するための事業

成木

大門

東青梅青梅

長淵

河辺
新町

沢井

梅郷

小曾

今井

東部地域

北部地域

西部地域

-86-



（３）４区域（東部地域・西部地域・北部地域小曾木地区・北部

地域成木地区）分けの対象事業

【 区域設定の主な特徴 】

幼稚園・幼児園事業については、多くの園が園バスを運行させていることから、広範

囲での事業としてとらえることができるため、１区域の設定としました。

居宅訪問型保育については、紹介業務であるため１区域としました。利用者支援につ

いては、現在、各窓口においてそれぞれの事業について説明していますが、子育て全体

について、市役所を中心として、利用者支援ができるように１つの事業区域としました。

地域子ども・子育て支援事業

⑩放課後児童クラブ（学童保育事

業）

（４）提供区域分けが必要ない事業

対象事業

①妊婦健康診査

成木

小曾木

今井大門

東青梅青梅

長淵

河辺 新町

北部地域成木地区

沢井

梅郷

西部地域

北部地域小曾木地区
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５ 教育・保育の一体的提供および推進に関する体制の確保

の内容に関する事項

（１）教育・保育の一体的提供の普及にかかる基本的な考え方

認定こども園は幼稚園と保育所の機能や特長を併せ持ち、地域の子育て支援も行う

施設であり、保護者の就労状況等にかかわらず利用できます。

本市においても、こどもたちを真ん中に、幼稚園・保育園のそれぞれの特徴を活かし、

こどもたちの健やかな成長を図っていきます。

（２）幼稚園教諭と保育士の合同研修に対する支援等の市町村が行う

必要な支援に関する事項

質の高い教育・保育および子育て支援を提供するには、保護者のみならず幼稚園教諭、

保育士等の専門性や経験が重要になります。

教育・保育の一体的提供に関する意義や課題を共有できるよう、幼稚園教諭と保育士

の合同研修の開催等の支援を推進していきます。

（３）質の高い教育・保育および地域子ども・子育て支援事業の役割、

提供の必要性等にかかる基本的考え方およびその推進方策

全てのこどもが健やかに育つためには、特に乳幼児期は生涯にわたる人格形成の基

礎が培われる重要な時期であることに留意し、発達段階に応じた質の高い教育・保育、

地域子育て支援事業が適切に提供されることが重要です。

こどもの最善の利益が実現される社会を目指し、地域社会全体で全ての子育て家庭

を支えていけるよう、子育て支援施策を推進していきます。

（４）教育・保育施設と地域型保育事業者の相互連携ならびに認定こど

も園、幼稚園および保育所と小学校等との連携の推進方策

安心してこどもを産み育てられるように、妊娠・出産期からの切れ目のない支援を提

供することが必要であり、そのためには子ども・子育て支援にかかわる者同士の密接な

連携が重要になります。

特に、満３歳未満のこどもを保育する地域型保育事業について、満３歳以降も継続し

て質の高い教育・保育が受けられるように、教育・保育施設と地域型保育事業者の円滑

な連携を推進します。

また、幼・保・小の交流や連携を推進することで、幼児期の教育・保育の充実や、小

学校への円滑な接続を図ります。
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６ 施設型給付

※現状は実数を計上しており、推計にはその地域で生活をしている方の利用者推計

総数（量の見込み）を計上しています。（以下、全ての項目に共通します。）

（１）幼稚園（１区域）

「学校教育法」にもとづく教育機関で、保護者の就労状況にかかわらず３歳から入園

できます。３歳になる学年（満３歳児）の受け入れや預かり保育を行っている園もあり

ます。

単位：人

※認定こども園の教育部分１号を含む。

幼稚園
現状 推計

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度

①利用者

推計総数

（量の見込み）

510 379 347 333 318 317

②確保提供

総数
1,276 1,000 785 785 785 635

差異

（②－①）
766 621 438 452 467 318

【 現状 】

○幼稚園が６園あります。

○教員の資質の向上のために、教員研修補助金を交付しています。

○園児の心を育む保育（観劇や造形活動、音感、体育等による感性、運動性を

育む保育等）を行う場合、心を育む保育実施補助金を交付しています。

○教育環境整備のため教材等の整備を行う場合、教育環境整備費補助金を交付

しています。

○就園促進のため、未就園児教室等を行う場合、就園促進事業補助金を交付し

ています。

○保護者の負担を軽減するため、保護者補助金を交付しています。

【 確保の方策 】

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度

〇保護者補助金等の法定代理受領の実施や副食費の補助を行い、保護者の経

済的な負担を軽減し、園児の利用促進を図ります。

〇誰でも通園制度や多様な他者の関わり合いの機会の創出事業などの新しい

給付制度等を実施することで、新たな層の園児の利用促進を図ります。
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（２）認可保育所等（３区域）

保護者の就労や病気などで、家庭でお子さんをみることができない場合に、保護者の

代わりに保育する施設です。

① 東部地域

単位：人

※利用者推計総数は、小規模保育事業と家庭的保育事業の数値を含む。

※現状（）内の数字は、R6.4.1現在の他地域間の入所者数を含む。

認可保育所等

現状 推計

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

①利用者推計総数

（量の見込み）
2,196 2,216 2,130 2,090 2,040 2,043

２号認定 1,249 1,372 1,285 1,261 1,232 1,252

３号認定（０歳） 221 140 136 133 130 127

３号認定

（１・２歳）
726 704 709 696 678 664

②確保提供総数 2,826 2,826 2,826 2,826 2,826 2,826

２号認定 1,696 1,696 1,696 1,696 1,696 1,696

３号認定（０歳） 227 227 227 227 227 227

３号認定

（１・２歳）
903 903 903 903 903 903

差異（②－①） 630 610 696 736 786 783

【 現状 】

○認可保育所が24園あります。

○重度アレルギー児対策加算補助金として、対象児童の通所している保育所に

対し補助を行っています。

○心を育む保育として、音感教室や体操教室などに補助を出しており、保育の

質の向上に役立てています。

○施設運営維持費として、施設の修繕等の補助を行い、施設の維持管理を行っ

てもらうことで児童の保育環境の向上に役立てています。

○市保育士加算として、保育士人件費の補助を行い、保育士の数を増員するこ

とでより充実した保育を行うことに役立てています。

【 確保の方策 】

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度

〇アレルギー児、障害児、医療的ケア児の受入れについて、環境の整備や施

設に対する助成を行います。

〇定員が満たない保育園に対して、利用定員の見直しを行うなど、効率的な

保育運営を促します。

〇老朽化した保育園に対して、施設整備を行い、保育環境の向上に努めます。

〇保育所入所にかかる認定基準の見直しや副食費補助などの市独自の補を実

施することで、保護者の負担軽減を図り、保育園の利用を促します。

〇市では移住定住促進プランを策定し、子育て世代の呼び込みを図っていま

す。
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② 西部地域

単位：人

※現状（）内の数字は、R6.4.1現在の他地域間の入所者数を含む。

認可保育所等

現状 推計

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

①利用者推計総数

（量の見込み）
178 215 204 196 191 188

２号認定 105 132 121 115 112 111

３号認定（０歳） 17 13 13 12 12 12

３号認定

（１・２歳）
56 70 70 69 67 65

②確保提供総数 320 320 320 320 320 320

２号認定 195 195 195 195 195 195

３号認定（０歳） 27 27 27 27 27 27

３号認定

（１・２歳）
98 98 98 98 98 98

差異（②－①） 142 105 116 124 129 132

【 現状 】

○認可保育所が５園あります。

○重度アレルギー児対策加算補助金として、対象児童の通所している保育所に

対し補助を行っています。

○心を育む保育として、音感教室や体操教室などに補助を出しており、保育の

質の向上に役立てています。

○施設運営維持費として、施設の修繕等の補助を行い、施設の維持管理を行っ

てもらうことで児童の保育環境の向上に役立てています。

○市保育士加算として、保育士人件費の補助を行い、保育士の数を多く雇って

もらうことでより手厚い保育を行うことに役立てています。

○一部の認可保育所で送迎バスを実施しています。

【 確保の方策 】

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度

〇アレルギー児、障害児、医療的ケア児の受入れについて、環境の整備や施

設に対する助成を行います。

〇定員が満たない保育園に対して、利用定員の見直しを行うなど、効率的な

保育運営を促します。

〇保育所入所にかかる認定基準の見直しや副食費補助などの市独自の補助を

実施することで、保護者の負担軽減を図り、保育園の利用を促します。

〇市では移住定住促進プランを策定し、子育て世代の呼び込みを図っていま

す。
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③ 北部地域

単位：人

※現状（）内の数字は、R6.4.1現在の他地域間の入所者数を含む。

認可保育所等

現状 推計

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

①利用者推計総数

（量の見込み）
50 147 138 136 131 125

２号認定 32 94 85 83 78 75

３号認定（０歳） 4 6 6 6 6 6

３号認定

（１・２歳）
14 47 47 47 47 44

②確保提供総数 175 175 175 175 175 175

２号認定 106 106 106 106 106 106

３号認定（０歳） 12 12 12 12 12 12

３号認定

（１・２歳）
57 57 57 57 57 57

差異（②－①） 125 28 37 39 44 50

【 現状 】

○認可保育所が２園あります。

○重度アレルギー児対策加算補助金として、対象児童の通所している保育所に

対し補助を行っています。

○心を育む保育として、音感教室や体操教室などに補助を出しており、保育の

質の向上に役立てています。

○施設運営維持費として、施設の修繕等の補助を行い、施設の維持管理を行っ

てもらうことで児童の保育環境の向上に役立てています。

○市保育士加算として、保育士人件費の補助を行い、保育士の数を多く雇って

もらうことでより手厚い保育を行うことに役立てています。

○認可保育所で送迎バスを実施することで東部地域や他県からの児童の受け入

れを行い、園児数の確保と保護者の利便性の向上を図っています。

【 確保の方策 】

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度

〇アレルギー児、障害児、医療的ケア児の受入れについて、環境の整備や施

設に対する助成を行います。

〇定員が満たない保育園に対して、利用定員の見直しを行うなど、効率的な

保育運営を促します。

〇保育所入所にかかる認定基準の見直しや副食費補助などの市独自の補を実

施することで、保護者の負担軽減を図り、保育園の利用を促します。

〇市では移住定住促進プランを策定し、子育て世代の呼び込みを図っていま

す。
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（３）認定こども園（３区域）

保護者の労働の有無にかかわらず入園でき、幼児教育と保育を一体的に提供し、地域

における子育て支援機能を備えた施設です。

① 東部地域

単位：人

認定こども園

現状 推計

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

①利用者推計総数

（量の見込み）
76 144 147 153 158 169

２号認定 38 103 107 114 120 131

３号認定（０歳） 6 8 7 7 7 7

３号認定

（１・２歳）
32 33 33 32 31 31

②確保提供総数 194 229 179 179 179 179

２号認定 134 164 134 134 134 134

３号認定（０歳） 13 13 10 10 10 10

３号認定

（１・２歳）
47 52 35 35 35 35

差異（②－①） 118 85 32 26 21 10

【 現状 】

○幼稚園型認定こども園3園と地方裁量型認定こども園が1園あります。

【 確保の方策 】

② 西部地域

【 現状 】現在、実施園はありません。

【 確保の方策 】

③ 北部地域

【 現状 】現在、実施園はありません。

【 確保の方策 】

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度

〇保護者補助金等の法定代理受領の実施や副食費の補助を行い、保護者の経

済的な負担を軽減し、園児の利用促進を図ります。

〇誰でも通園制度や多様な他者の関わり合いの機会の創出事業などの新しい

給付制度等を実施することで、新たな層の園児の利用促進を図ります。

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度

〇保育の受け皿は十分に確保できています。今後は、保育の質の向上および

保護者の負担軽減を図ってまいります。

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度

〇保育の受け皿は十分に確保できています。今後は、保育の質の向上および

保護者の負担軽減を図ってまいります。
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７ 地域型保育給付

（１）小規模保育事業（３区域）

国が定める基準に適合し、市町村の認可を受けた施設において、満３歳未満のこども

を、少人数（６～19名以下）単位で預かる事業です。

① 東部地域

単位：人

【 現状 】

○グループ型小規模保育事業を３施設で実施しており、定員41名となっていま

す。

【 確保の方策 】

② 西部地域

【 現状 】現在、実施園はありません。

小規模保育施設

現状 推計

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

確保提供総数 41 19 19 19 19 19

３号認定（０歳） 13 4 4 4 4 4

３号認定

（１・２歳）
28 15 15 15 15 15

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度

〇保育の質の向上に努めます。

〇各種団体が実施する研修への積極的な参加を促します。

③ 北部地域

【 現状 】現在、実施園はありません。

（２）家庭的保育事業（３区域）

保育者の家庭などでお子さんを預かるサービスです。

① 東部地域

単位：人

【 現状 】

○家庭的保育者2人を認可しており、受け入れ定員は10名となっています。

【 確保の方策 】

② 西部地域

【 現状 】現在、実施園はありません。

③ 北部地域

【 現状 】現在、実施園はありません。

家庭的保育施設

現状 推計

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

確保提供総数 20 9 9 9 9 8

３号認定

（0・１・２歳）
20 9 9 9 9 8

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度

〇保育の質の向上に努めます。

〇各種団体が実施する研修への積極的な参加を促します。
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（３）事業所内保育事業（３区域）

企業などが、主に従業員用に運営し、周辺に在住しているこどもの受け入れも行う保

育施設です。

① 東部地域

【 現状 】現在、実施園はありません。

【 確保の方策 】

② 西部地域

【 現状 】現在、実施園はありません。

【 確保の方策 】

③ 北部地域

【 現状 】現在、実施園はありません。

【 確保の方策 】

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度
〇需要の状況に応じ、事業者等からの申請にもとづき設置を検討します。

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度
〇需要の状況に応じ、事業者等からの申請にもとづき設置を検討します。

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度
〇需要の状況に応じ、事業者等からの申請にもとづき設置を検討します。

（４）居宅訪問型保育事業（１区域）

保護者が何らかの理由により保育が困難になった場合、障害・疾患などで個別のケア

が必要な場合などへの対応で、保護者の自宅で１対１で保育を行う事業です。

【 現状 】現在、実施園はありません。

【 確保の方策 】

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度
〇需要の状況に応じ、事業者等からの申請にもとづき設置を検討します。
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８ 相談支援

（１）利用者支援事業（１区域）

こどもまたはその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等

の情報提供および必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を

実施する事業です。

市では、平成３０年１月から「子育て世代包括支援センター」を開設し、妊娠・出産・

育児に不安を抱える妊産婦に寄り添い、出産や子育てに関する相談にワンストップで

対応しています。また令和５年４月に開設した「こども家庭センター」や、「子育て支

援センター」と連携し、切れ目のない支援を行います。

単位：か所

利用者支援事業

現状 推計

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

基本型

・特定型

①利用者推計総数

（量の見込み）
1 1 1 1 1 1

②確保提供総数 1 1 1 1 1 1

差異（②－①） 0 0 0 0 0 0

こども家

庭センタ

ー型

①利用者推計総数

（量の見込み）
1 1 1 1 1 1

②確保提供総数 1 1 1 1 1 1

差異（②－①） 0 0 0 0 0 0

【 現状 】

○子育て支援センターにおいて利用者支援事業（基本型）を、子育て世代包括

支援センターにおいて利用者支援事業（母子保健型）を実施しています。

〇利用者支援事業（基本型）では、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等

情報の集約・提供、相談および関係機関との連絡調整等を実施、利用者支援

事業（母子保健型）では、妊娠期から子育て期にいたるまでの母子保健や育

児に関する相談に対応しています。

【 確保の方策 】

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度

〇こども家庭センターにおいて、母子保健部門と児童福祉部門が連携して、

利用者支援事業（こども家庭センター型）を実施します。
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（２）地域子育て支援拠点事業（３区域）

こどもまたはその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等

の情報提供および必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を

実施する事業です。

【 現状 】

○子育て支援に関する交流の場の提供、子育てに関する相談・援助、地域の子

育て関連情報の提供、子育て支援に関する講習等の実施を行っています。

○子育て支援センター「はぐはぐ」、畑中保育園「すこやかルーム」、東青梅市

民センター「おひさま広場」、河辺市民センター「トイトイトイ」、下長渕自

治会館「とことこ」、文化交流センター「にこにこ」、その他保育所での簡易

な子育てひろば、市民センターで行われる幼児と親のための教室と体育館開

放事業を行っています。

【 確保の方策 】

① 東部地域

○子育てひろば 14か所 支援事業 ７か所

単位：人回／年

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度

地域子育て支援

拠点事業

現状 推計

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

①利用者推計総数

（量の見込み）
5,221 5,894 6,601 7,356 8,029 8,844

②確保提供総数 24,844 26,078 26,078 26,078 26,078 26,078

差異（②－①） 19,623 20,184 19,477 18,722 18,049 17,234

② 西部地域

○子育てひろば ２か所 支援事業 ２か所

単位：人回／年

③ 北部地域

○子育てひろば １か所

単位：人回／年

地域子育て支援

拠点事業

現状 推計

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

①利用者推計総数

（量の見込み）
281 296 327 360 364 429

②確保提供総数 796 790 790 790 790 790

差異（②－①） 515 494 463 430 426 361

地域子育て支援

拠点事業

現状 推計

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

①利用者推計総数

（量の見込み）
5 2 2 2 2 2

②確保提供総数 235 240 240 240 240 240

差異（②－①） 230 238 238 238 238 238

①利用者推計総数は根拠を業者に確認中
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９ 訪問系事業

（１）乳児家庭全戸訪問事業（１区域）

生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や

養育環境等の把握を行う事業です。

単位：人回／月

【 現状 】

○生後４か月までの市内全ての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や

養育環境等の把握を行います。

○民生・児童委員133人（令和元年９月現在の人数、主任児童委員は除く）およ

び市担当職員で対応しています。

乳児家庭

全戸訪問事業

現状 推計

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

①利用者推計総数

（量の見込み）
687 531 517 505 494 484

②確保提供総数 687 531 517 505 494 484

差異（②－①） 0 0 0 0 0 0

（２）養育支援訪問事業（１区域）

養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等

を行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業です。

単位：人回／年

【 現状 】

○産前、産後で家事および育児が困難な妊産婦に対して、ヘルパーの派遣を行

います。

○１事業者に委託し対応しています。

養育支援訪問事業

現状 推計

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

①利用者推計総数

（量の見込み）
300 300 300 300 300 300

②確保提供総数 300 300 300 300 300 300

差異（②－①） 0 0 0 0 0 0
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（３）新生児訪問事業（１区域）

新生児の発育、栄養、生活環境、疾病予防等育児上重要な事項の指導を目的として、

生後28日未満の新生児を対象に保健師等が訪問する事業です。

【 現状 】

○保健師５人および訪問指導員８人で、市内の訪問事業を行っています。

【 確保の方策 】

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度

〇母子手帳交付時等の面談で周知を行い、出生通知票をもとに全戸訪問を行

い、利用者に寄り添った支援を行います。

（４）未熟児訪問事業（１区域）

早期産や低出生体重で生まれた赤ちゃんは、生理的に未熟で、また、心や体の発達も

正期産児に比べ遅れることも少なくないため、保健師等が家庭を訪問し、育児支援を行

います。

【 現状 】

○保健師５人および訪問指導員８人で、市内の訪問事業を行っています。

【 確保の方策 】

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度

〇母子手帳交付時等の面談で周知を行い、出生通知票出の把握や医療機関と

の連携をにより全戸訪問を行い、利用者に寄り添った支援を行います。
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10 通所系事業

（１）子育て短期支援事業（１区域）

保護者が生後57日目から小学校就学前のこどもを一時的に家庭で養育できない場合、

宿泊を伴い原則７日間を限度に利用できる事業です。

単位：人日／年

【 現状 】

○市内乳児院・児童養護施設に委託し、年末年始を含め毎日実施しています。

○この乳児院・児童養護施設では、福生市、羽村市、あきる野市、瑞穂町、日

の出町も同事業を委託しています。６市町で１日最大10人の受け入れが可能

となっています。

子育て短期支援

事業

現状 推計

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

①利用者推計総数

（量の見込み）
212 204 197 190 183 176

②確保提供総数 1,095 1,095 1,095 1,095 1,095 1,095

差異（②－①） 883 891 898 905 912 919

（２）一時預かり事業（保育所等）（３区域）

病気やけが、冠婚葬祭など、保護者の事情でやむを得ず家庭での保育が困難になった

場合、保育所等で未就学児を一時的に預かる事業です。育児による疲労・ストレスなど

を感じた場合も利用できます。

① 東部地域

単位：人日／年

【 現状 】

○認可保育所で７園、認定こども園で１園、小規模保育事業所１所で実施して

います。うち、認可保育所１園で定期利用保育を実施しています。

【 確保の方策 】

一時預かり事業

（保育所等）

現状 推計

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

①利用者推計総数

（量の見込み）
2,858 528 503 487 470 465

②確保提供総数 10,400 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

差異（②－①） 7,542 9,472 9,474 9,513 9,530 9,535

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度
〇ニーズは十分に確保されています。
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② 西部地域

単位：人日／年

【 現状 】

○認可保育所で３園実施しています。うち１園で定期利用保育を実施していま

す。

【 確保の方策 】

一時預かり事業

（保育所等）

現状 推計

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

①利用者推計総数

（量の見込み）
227 147 139 135 131 129

②確保提供総数 4,160 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750

差異（②－①） 3,933 4,603 4,611 4,615 4,619 4,621

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度
〇ニーズは十分に確保されています。

③ 北部地域

単位：人日／年

【 現状 】現在、実施施設はありません。

【 確保の方策 】

一時預かり事業

（保育所等）

現状 推計

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

①利用者推計総数

（量の見込み）
62 0 0 0 0 0

②確保提供総数 0 0 0 0 0 0

差異（②－①） ▲62 0 0 0 0 0

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度

〇利用者の利便性を考慮して、他地域の一時預かり事業やファミリー・サポ

ート・センターの利用を促していきます。
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（３）一時預かり事業

① 幼稚園（１区域）

単位：人日／年

【 現状 】

○現在、確保については充足しています。

【 確保の方策 】

一時預かり事業

（幼稚園）

現状 推計

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

①利用者推計総数

（量の見込み）
13,913 10,960 10,039 9,633 9,217 9,170

②確保提供総数 18,408 16,133 16,133 16,133 16,133 16,133

差異（②－①） 4,495 5,173 6,094 6,500 6,916 6,963

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度
〇ニーズは十分に確保されています。。

② ファミリー・サポート・センター等（１区域）

単位：人日／年

【 現状 】

○ファミリー・サポート・センター事業の平成30年度末会員数は、利用会員619

人、提供会員232人、両方会員６人、計857人となっています。

○子育て短期支援事業により、乳児院・児童養護施設においても受入れが可能

となっております。

【 確保の方策 】

一時預かり事業

（ファミリー・サポ

ート・センター等）

現状 推計

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

①利用者推計総数

（量の見込み）
1,170 1,411 1,376 1,315 1,263 1,186

②確保提供総数 6,815 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500

差異（②－①） 5,645 3,089 3,124 3,185 3,237 3,314

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度

〇ファミリー・サポート・センター事業および子育て短期支援事業の充実を

図ります。

〇提供会員の質の向上のため、研修を実施していきます。
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（４）延長保育事業（３区域）

通常の保育時間の前後に、保育所が在所児を預かる事業です。本市では、仕事や一時

的な用事などに応じて、延長保育を実施しています。

① 東部地域

単位：人日／年

【 現状 】

○全園で実施しています。

○延長時間は30分が５施設、１時間が８施設、１時間半が10施設、２時間が７

施設で園実施しています。

【 確保の方策 】

延長保育事業

現状 推計

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

①利用者推計総数

（量の見込み）
138 14,186 13,507 13,090 12,639 12,483

②確保提供総数 1,500 686,250 686,250 686,250 686,250 686,250

差異（②－①） 1,362 672,064 672,743 673,160 673,611 673,767

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度

〇ニーズは十分に確保されていますが、需要に応じて時間の拡大等について

保育施設と調整を図っていきます。

② 西部地域

単位：人日／年

【 現状 】

○全園で実施しています。

○延長時間は30分が３施設、１時間が２施設で実施しています。

【 確保の方策 】

延長保育事業

現状 推計

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

①利用者推計総数

（量の見込み）
11 537 510 494 480 472

②確保提供総数 120 195,000 195,000 195,000 195,000 195,000

差異（②－①） 109 194,463 194,490 194,506 194,520 194,528

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度

〇ニーズは十分に確保されていますが、需要に応じて時間の拡大等について

保育施設と調整を図っていきます。
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③ 北部地域

単位：人日／年

【 現状 】

○全園で実施しています。

○延長時間は30分が１施設、１時間が１施設で実施しています。

【 確保の方策 】

延長保育事業

現状 推計

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

①利用者推計総数

（量の見込み）
3 273 254 250 240 231

②確保提供総数 50 41,250 41,250 41,250 41,250 41,250

差異（②－①） 47 40,977 40,996 41,000 41,010 41,019

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度

〇ニーズは十分に確保されていますが、需要に応じて時間の拡大等について

保育施設と調整を図っていきます。

（５）病児・病後児保育事業（１区域）

病気や病気の回復期にあるお子さんを対象に、保育所での集団保育が困難で、かつ保

護者の事情により家庭で保育できないときに一時的に保育する施設です。

単位：人日／年

【 現状 】

○病児保育室が東部地域に１施設あります。

○病後児保育室が東部地域に１施設あります。

【 確保の方策 】

病児・病後児

保育事業

現状 推計

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

①利用者推計総数

（量の見込み）
1,245 258 249 239 230 220

②確保提供総数 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

差異（②－①） 755 1,742 1,751 1,761 1,770 1,780

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度

〇ニーズは確保されていますが、需要に応じ、施設数の増等について保育施

設と調整を図っていきます。
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（６）学童保育事業（放課後児童クラブ）（４区域）

仕事などにより、昼間保護者が家庭にいない児童を対象に、遊びや生活の場を提供し

ます。

① 東部地域：低学年（１～３年生）

単位：人

【 現状 】

○地域内11小学校の区域において事業が行われています。

○東部地域の放課後児童クラブ利用希望者が多いため、一部の放課後児童クラ

ブにおいては待機児童が発生しています。一方、大多数のクラブにおいては、

利用希望者が定数に達していないため、要件に該当する児童が希望すれば入

所できる状況です。

○第二学童保育所、新町学童保育所については開設から十数年から数十年を経

過しており、経年劣化による老朽化が施設のあらゆる部分で進んでおり、そ

の都度修繕等により対応していますが、施設の建替えや大規模改修が必要な

状況です。

【 確保の方策 】

放課後児童クラブ

現状 推計

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

①利用者推計総数

（量の見込み）
1,057 910 872 827 807 741

②確保提供総数 1,111 1,100 1,100 1,100 1,100 1,100

差異（②－①） 54 190 228 273 293 359

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度

○地域の実情に応じて、民間の学童保育所の参入および整備を検討します。

○老朽化した施設については、施設整備または大規模改修などの環境整備を

検討します。

○放課後子ども教室との連携を推進し、質の向上を図ります。

② 東部地域：高学年（４～６年生）

単位：人

【 現状 】

○東部地域の放課後児童クラブ利用希望者が多いため、一部の放課後児童クラ

ブにおいては待機児童が発生しています。また、小学校低学年の児童に比べ

て高学年の方が入所しにくい状況となっています。

【 確保の方策 】

放課後児童クラブ

現状 推計

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

①利用者推計総数

（量の見込み）
186 157 160 154 143 148

②確保提供総数 132 131 131 131 131 131

差異（②－①） ▲54 ▲26 ▲29 ▲23 ▲12 ▲17

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度

○地域の実情に応じて、民間の学童保育所の参入および整備を検討します。

○老朽化した施設については、施設整備または大規模改修などの環境整備を

検討します。
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③ 西部地域：低学年（１～３年生）

単位：人

【 現状 】

○地域内３小学校において事業が行われています。

○学童保育所の利用希望者が定数に達していないため、待機児童は発生してい

ません。

【 確保の方策 】

放課後児童クラブ

現状 推計

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

①利用者推計総数

（量の見込み）
102 167 160 151 147 136

②確保提供総数 200 200 200 200 200 200

差異（②－①） 98 33 40 49 53 64

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度

○老朽化した施設については、施設整備またはその都度修繕を行ない、環境

整備を図ります。

○放課後子ども教室との連携を推進し、質の向上を図ります。

④ 西部地域：高学年（４～６年生）

単位：人

【 現状 】

○学童保育所の利用希望者が定数に達していないため、待機児童は発生してい

ません。

【 確保の方策 】

放課後児童クラブ

現状 推計

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

①利用者推計総数

（量の見込み）
20 39 39 37 33 33

②確保提供総数 49 49 49 49 49 49

差異（②－①） 29 10 10 12 16 16

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度

○老朽化した施設については、施設整備またはその都度修繕を行ない、環境

整備を図ります。

○放課後子ども教室との連携を推進し、質の向上を図ります。
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⑤ 北部地域小曾木地区：低学年（１～３年生）

単位：人

【 現状 】

○地域内１小学校において事業が行われています。

○学童保育所の利用希望者が定数に達していないため、待機児童は発生してい

ません。

【 確保の方策 】

放課後児童クラブ

現状 推計

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

①利用者推計総数

（量の見込み）
8 20 20 21 20 21

②確保提供総数 30 30 30 30 30 30

差異（②－①） 22 10 10 9 10 9

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度

○老朽化した施設については、施設整備またはその都度修繕を行ない、環境

整備を図ります。

○放課後子ども教室との連携を推進し、質の向上を図ります。

⑥ 北部地域小曾木地区：高学年（４～６年生）

単位：人

【 現状 】

○学童保育所の利用希望者が定数に達していないため、待機児童は発生してい

ません。

【 確保の方策 】

放課後児童クラブ

現状 推計

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

①利用者推計総数

（量の見込み）
1 2 2 2 2 2

②確保提供総数 7 7 7 7 7 7

差異（②－①） 6 5 5 5 5 5

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度

○老朽化した施設については、施設整備またはその都度修繕を行ない、環境

整備を図ります。

○放課後子ども教室との連携を推進し、質の向上を図ります。
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⑦ 北部地域成木地区：低学年（１～３年生）

単位：人

【 現状 】

○地域内１小学校において事業が行われています。

○学童保育所の利用希望者が定数に達していないため、待機児童は発生してい

ません。

○成木こどもクラブの施設については、外壁や雨どいが損傷しており、経年劣

化による老朽化が進んでいる状況です。

【 確保の方策 】

放課後児童クラブ

現状 推計

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

①利用者推計総数

（量の見込み）
6 15 16 14 13 11

②確保提供総数 20 20 20 20 20 20

差異（②－①） 14 5 4 6 7 9

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度

○老朽化した施設については、施設整備またはその都度修繕を行ない、環境

整備を図ります。

○放課後子ども教室との連携を推進し、質の向上を図ります。

⑧ 北部地域成木地区：高学年（４～６年生）

単位：人

【 現状 】

○学童保育所の利用希望者が定数に達していないため、待機児童は発生してい

ません。

【 確保の方策 】

放課後児童クラブ

現状 推計

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

①利用者推計総数

（量の見込み）
1 7 7 6 5 6

②確保提供総数 9 9 9 9 9 9

差異（②－①） 8 2 2 3 4 3

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度

○老朽化した施設については、施設整備またはその都度修繕を行ない、環境

整備を図ります。

○放課後子ども教室との連携を推進し、質の向上を図ります。
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（７）放課後児童クラブと放課後子ども教室の連携

次代を担う人材を育成するために、親の就労状況に関わらず全ての児童が放課後等

の時間を安全・安心に過ごし、地域住民等の参画を得た多様な体験・活動を行うことが

できる場としての放課後子ども教室と放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の

連携を推進します。

【 現状 】

（１）放課後児童クラブの状況

令和６年度現在、東小学校（児童自立支援施設）を除く市内16小学校全てにおいて、

学童保育事業を実施しています。詳細は（６）学童保育事業を参照してください。

（２）放課後子ども教室の状況

令和６年度現在、東小学校を除く市内16小学校全てにおいて、放課後子ども教室を実

施しています。

令和６年度の放課後子ども教室の平均利用者は右表のとおりとなっています。また、

放課後児童クラブとの校内交流型または連携型については、市内16小学校全てで実施

しております。

放課後子ども教室の平均利用者（令和６年度 10月現在）

校内交流型または連携型の実施校

○実績あり

学校名 人数 学校名 人数

第一小 32人 河辺小 24人

第二小 26人 新町小 34人

第三小 16人 霞台小 17人

第四小 20人 友田小 50人

第五小 50人 今井小 50人

第六小 13人 若草小 49人

第七小 13人 藤橋小 19人

成木小 20人 吹上小 35人

合計 468 人

学校名 実績の有無 学校名 実績の有無

第一小 〇 河辺小 〇

第二小 〇 新町小 〇

第三小 〇 霞台小 〇

第四小 〇 友田小 〇

第五小 〇 今井小 〇

第六小 〇 若草小 〇

第七小 〇 藤橋小 〇

成木小 〇 吹上小 〇

合計 16校
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【 確保の方策 】

（１）放課後児童クラブの令和11年度に達成されるべき目標事業量

放課後児童クラブについては、すでに東小学校（児童自立支援施設）を除く全ての小

学校区で実施されています。

令和11年度までに達成されるべき目標事業量は下表のとおりです。

(２)校内交流型または連携型の放課後児童クラブおよび放課後子ども教室の令和６年

度に達成されるべき目標事業量

現在、小学校の教室を利用している、または、小学校に隣接している施設で放課後児

童クラブを実施している学童保育所は、19学童保育所のうち17学童保育所（クラブ数で

は37クラブのうち33クラブ）となっています。このため、小学校の教室を利用して学童

保育所を実施している学校（隣接している施設での学童保育所を含む）を校内交流型、

学校の教室以外で学童保育所を実施している学校を連携型として進めていきます。

区 分
令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

利用者推計総数 1,381 1,317 1,276 1,212 1,170 1,098

確保提供総数 1,546 1,546 1,546 1,546 1,546 1,546

学童保育所数 19 19 19 19 19 19

クラブ数 37 37 37 37 37 37

区 分
令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

校内交流型 17 17 17 17 17 17

連携型 0 2 2 2 2 2

開設割合 89％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％

(３)放課後子ども教室の令和６年度までの実施計画

16校全校の実施を継続するとともに、実施日数増加を希望する学校・地域を調査把握

し、ニーズに沿って実施していきます。

(４)放課後児童クラブおよび放課後子ども教室の一体的な、または連携による実施に

関する具体的な方策

ア 放課後児童クラブおよび放課後子ども教室の一体的または連携による事業を実

施する際の共通プログラムを企画するには、放課後児童クラブの指導員と放課後

子ども教室のコーディネーターが企画段階から連携することが必要です。このた

め、学校区ごとに、学校関係者も含め毎月１回程度の検討会を開催することとしま

す。

その際、放課後子ども教室のコーディネーターが中心となりプログラムを立案

し、放課後児童クラブの指導員が補佐する形式とすることを基本としますが、各

学校区の事情に合わせ対応していくこととします。なお、プログラムや人員配置

については、児童の安全面に十分配慮します。また、この検討会の中で、放課後

児童クラブと放課後子ども教室、学校関係者で互いに、特別な配慮を必要とする

児童の情報を共有し、対応していくこととします。

イ 連携型として共通プログラムを実施する場合には、プログラム終了後に各学童

保育所に移動することになるため、地域住民等の協力を得ながら児童が安全に移

動できるよう配慮することとします。

それぞれ第二小学校から千ヶ瀬学童クラブまでは約900m、第三小学校から大門

こどもクラブまでは約600m、吹上小学校から大門こどもクラブまでは約700mあり、

車の通行もある経路であることから、児童の安全に配慮し、放課後児童クラブの

指導員に加え、必要に応じて送迎スタッフの応援を検討します。

区 分
令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

学校数 16 16 16 16 16 16

実施校 16 16 16 16 16 16

開設割合 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％
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(５)小学校の余裕教室等の放課後児童クラブおよび放課後子ども教室への活用に関す

る具体的な方策

ア 現在、放課後児童クラブの実施校16校のうち、13校が小学校の教室を利用してい

ます。また、少人数学級を進めていくことや特別支援学級の利用など、今後、放課

後児童クラブおよび放課後子ども教室における余裕教室の利用は非常に困難な状

況となっています。

このため、放課後子ども教室の実施に当たっては、専用教室の確保が困難な学

校では、特別教室、体育館、校庭、図書室等の一時利用を促進していきます。

イ 放課後の児童の安全で安心できる居場所づくりとして、放課後子ども総合プラ

ンの実施に当たっては、学校関係者と連携し、学校施設の積極的な利用促進につい

ての協力を依頼していきます。

各小学校における放課後児童クラブおよび放課後子ども教室専用教室の有無

◎専用教室で実施 ○専用教室無で実施

学校名 放課後児童クラブ 放課後子ども教室

第一小 ◎ 〇

第二小 〇 〇

第三小 ◎ 〇

第四小 ◎ ◎

第五小 ◎ ◎

第六小 ◎ 〇

第七小 ◎ ◎

成木小 〇 〇

河辺小 ◎ 〇

新町小 〇 〇

霞台小 ◎ ◎

友田小 ◎ 〇

今井小 ◎ 〇

若草小 ◎ 〇

藤橋小 ◎ 〇

吹上小 ◎ 〇
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(６)特別な配慮を必要とする児童への対応に関する方策

現在、全ての放課後児童クラブにおいて、特別な配慮を必要とする児童への対応と

して、原則児童２人につき放課後児童クラブの職員を１人加配して対応しています。

放課後子ども教室に特別な配慮を必要とする児童が参加する場合においては、必

要に応じて、スタッフを加配して対応しています。

(７)地域の実情に応じた放課後児童クラブの開所時間の延長にかかる取組等

現在、全ての放課後児童クラブにおいて、午後７時までの開所時間の延長を行って

います。本計画期間である令和６年度までにおいても、引き続き開所時間の延長を行

っていきます。

(８)放課後児童クラブの役割をさらに向上させていくための方策

放課後児童クラブは、単に保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学

している児童を放課後に預かるだけではなく、児童が放課後児童支援員の助けを借

りながら、基本的な生活習慣や異年齢児童等との交わり等を通じた社会性の習得、発

達段階に応じた主体的な遊びや生活ができる「遊びの場」「生活の場」であり、こど

もの主体性を尊重し、こどもの健全な育成を図る役割を負っているものであること

を踏まえ、こうした放課後児童クラブの役割を徹底し、こどもの自主性、社会性等の

より一層の向上を図ることが求められています。

放課後児童クラブの役割をさらに向上させていくため、職員やスタッフへ研修等

の参加を促し、支援員の質の向上とこどもの健全育成を図る取組を強化していきま

す。

(９)放課後児童クラブの役割を果たす観点から、各放課後児童クラブにおける育成支

援の内容について、利用者や地域住民への周知を推進させるための方策

令和６年度からの５年間において指定された各指定管理事業者が各放課後児童ク

ラブにおける育成支援の内容について、利用者や地域住民への理解が進むよう、各放

課後学童クラブの幅広い周知について支援していきます。
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11 その他事業

（１）ファミリー・サポート・センター事業（１区域）

児童の預かり等の援助を受けることを希望する者（利用会員）と援助を行うことを希

望する者（提供会員）が、地域の中で助け合いながら子育てをする有償ボランティアの

会員組織です。

単位：人回／年

【 現状 】

○令和５年度末会員数：利用会員537人、提供会員235人、両方会員３人、計775

人となっています。

ファミリー・サポ

ート・センター

事業

現状 推計

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

①利用者推計総数

（量の見込み）
958 1,207 1,179 1,125 1,080 1,010

②確保提供総数 5,720 3,405 3,405 3,405 3,405 3,405

差異（②－①） 4,762 2,198 2,226 2,280 2,325 2,395

（２）妊婦健康診査事業

妊婦の健康の保持および増進を図るため、妊娠に対する健康診査として、①健康状態

の把握、②検査計測、③保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じ

た医学的検査を実施する事業です。

【 現状 】

○実施場所：市長が委託契約を締結した都内医療機関

○実施体制：妊婦が、妊婦健康診査受診票を医療機関に提出し、妊婦健康診査

を実施します。（妊婦健康診査受診票は、妊婦が妊娠届出書を本市

（健康センター）に提出した際に交付されます。）

１人当たり14回分の受診票が交付されます。また、超音波検査の

受診票（１回分）、子宮頸がん検診の受診票（１回分）が交付されま

す。

○検査項目：一般健康診査

初回：問診、体重測定、血圧測定、尿検査（糖、蛋白定性）、

血液検査（血液型（ＡＢＯ、Ｒｈ）、貧血、血糖、不規則抗体）、

HIV抗体、梅毒（梅毒血清反応検査）、B型肝炎、C型肝炎、

風疹抗体検査

２～14回目：問診、体重測定、血圧測定、尿検査、保健指導、その他選

択項目（次の項目から１項目を選択）、クラミジア抗原、Ｃ

型肝炎、経腟超音波、ＨＴＬＶ－1抗体、血糖、貧血、Ｂ群

溶連菌、ＮＳＴ（ノン・ストレス・テスト）

超音波検査：経腹法による断層撮影：胎児数、胎位、胎児の発育異常（羊

水量の異常を含む）、胎盤の付着部位の異常、その他（妊娠・

分べんに大きな影響のある異常）

子宮頸がん検診

○実施時期：受診票の有効期間は、交付の日（妊娠届出書提出時）から出産の

日まで。

【 確保の方策 】

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度

〇事業の積極的な広報活動に努め、利用者の状況に応じ母親の健康管理を図

ります。
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（３）実費徴収にかかる補足給付を行う事業（３区域）

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保護者が支払

うべき日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用、または行

事への参加に要する費用、特定教育・保育施設に該当しない幼稚園に対して保護者が支

払うべき副食費を助成する事業です。

【 確保の方策 】

（４）多様な主体が参画することを促進するための事業（３区域）

待機児童解消加速化プランによる保育の受け皿拡大や子ども・子育て支援新制度の

円滑な施行のために、多様な事業者の能力を活用しながら、保育所、小規模保育などの

設置を促進していく事業です。

【 確保の方策 】

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度
〇国の実施事業の内容に応じ実施していきます。

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度
〇需要の状況に応じ、事業者等からの申請にもとづき設置を検討します。

（５）児童虐待防止ネットワーク事業（独自事業）（１区域）

青梅市要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図

るため、調整機関職員やネットワーク構成員（関係機関）の専門性強化を図るとともに、

児童福祉専門員等による研修会を開催する事業です。

【 確保の方策 】

（６）妊婦等包括相談支援事業（新規事業）

妊娠期から出産・子育てまで一貫して身近で相談に応じ、令和４年度より、様々なニ

ーズに即した必要な支援につなぐ伴走型の相談支援を充実し、経済的支援を一体とし

て実施する事業です。

・伴走型相談支援（出産・育児等の見通しを立てるための面談等（①妊娠届出時、②

妊娠８か月前後、③出生届出から乳児家庭全戸訪問までの間）やその後の継続的な

情報発信等を実施し、必要な支援につなぐ相談支援）

・経済的支援（妊娠届出時と出生届出時の計10万円相当の経済的支援）

年度 確保の方策

令和７年度

～11年度

〇要保護児童対策地域協議会の機能強化を図るため、研修会や専門性強化を

図る取り組みを実施します。

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

①利用者推計総数

（量の見込み）
１ １ １ １ １

②確保提供総数 １ １ １ １ １

差異（②－①） ０ ０ ０ ０ ０
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（７）子育て世帯訪問支援事業（新規事業）

家事・子育て等に対して不安や負担を抱える子育て家庭、妊産婦、ヤングケアラー等

がいる家庭の居宅を、訪問支援員が訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴するととも

に、家事・子育て等の支援を実施することにより、家庭や養育環境を整え、虐待リスク

等の高まりを未然に防ぐことを目的とする事業です。

令和６年４月の改正児童福祉法の施行によって「地域子ども・子育て支援事業」の一

つとなりました。

単位：世帯／年

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

①利用者推計総数

（量の見込み）

②確保提供総数 42 42 42 42 42

差異（②－①）

（８）児童育成支援拠点事業（新規事業）

養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に対して、当該児童の

居場所となる場を開設し、児童とその家庭が抱える多様な課題に応じて、生活習慣の形

成や学習のサポート、進路等の相談支援、食事の提供等を行うとともに、児童及び家庭

の状況をアセスメントし、関係機関へのつなぎを行う等の個々の児童の状況に応じた

支援を包括的に提供することにより、虐待を防止し、こどもの最善の利益の保障と健全

な育成を図ることを目的とする事業です。

令和６年４月の改正児童福祉法の施行によって「地域子ども・子育て支援事業」の一

つとなりました。

（９）児童育成支援拠点事業（新規事業）

養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に対して、当該児童の

居場所となる場を開設し、児童とその家庭が抱える多様な課題に応じて、生活習慣の形

成や学習のサポート、進路等の相談支援、食事の提供等を行うとともに、児童及び家庭

の状況をアセスメントし、関係機関へのつなぎを行う等の個々の児童の状況に応じた

支援を包括的に提供することにより、虐待を防止し、こどもの最善の利益の保障と健全

な育成を図ることを目的とする事業です。

令和６年４月の改正児童福祉法の施行によって「地域子ども・子育て支援事業」の一

つとなりました。

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

①利用者推計総数

（量の見込み）

②確保提供総数

差異（②－①）

(7)と(8)の表の推計値

算出作業中
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（10）親子関係形成支援事業（新規事業）

児童との関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている保護者及びその児童に対し、

講義やグループワーク、ロールプレイ等を通じて、児童の心身の発達の状況等に応じた

情報の提供、相談及び助言を実施するとともに、同じ悩みや不安を抱える保護者同士が

相互に悩みや不安を相談・共有し、情報の交換ができる場を設ける等その他の必要な支

援を行うことにより、親子間における適切な関係性の構築を図ることを目的とする事

業です。

令和６年４月の改正児童福祉法の施行によって「地域子ども・子育て支援事業」の一

つとなりました。

組／年

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

①利用者推計総数

（量の見込み）
81 81 81 81 81

②確保提供総数 200 200 200 200 200

差異（②－①） 119 119 119 119 119

（11）こども誰でも通園制度（新規事業）

親の就労状況にかかわらず、時間単位などでこどもを保育所に預けられるようにす

る制度です。

令和８年度からの給付制度化に向けて、国から本年夏頃以降示される予定の量の見

込みの算出等の考え方の動向に注視しながら、受け入れ体制を整備するものとし、必要

受入時間数、必要定員数を算出しました。

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

〈必要受入時間数〉

０歳 1,880 1,880 1,880 1,880 1,880

１歳 1,980 1,980 1,980 1,980 1,980

２歳 1,460 1,460 1,460 1,460 1,460

〈必要定員数〉

０歳 11 11 11 11 11

１歳 12 12 12 12 12

２歳 15 15 15 15 15
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（12）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業

親の就労状況にかかわらず、時間単位などでこどもを保育所に預けられるようにす

る制度です。

令和８年度からの給付制度化に向けて、国から本年夏頃以降示される予定の量の見

込みの算出等の考え方の動向に注視しながら、受け入れ体制を整備するものとし、必要

受入時間数、必要定員数を算出しました。

※産後ケア事業、妊婦等包括相談支援事業、子育て世帯訪問支援事業、児童育成支援

拠点事業、親子関係形成支援事業、こども誰でも通園制度、放課後児童パッケージ

に基づく放課後子ども教室について、計画に盛り込むように指示がでているもの

の具体的通知が出ていないため、現時点では暫定の内容として記載しています。今

後、通知が出次第、計画内容を見直すものとします。
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青梅市こども計画原案

検討資料

（令和６年１１月１日）

第６章

-119-



第６章 計画の推進体制

１ 計画の推進

本計画では、幼児期の学校教育・保育、地域の子育て支援事業の量の見込み、提供体

制の確保の内容およびその時期などを定めました。計画の推進に当たっては、保育・教

育事業に対する市民のニーズに応えていくため、必要なサービスの量の確保・拡大と多

様化も含む質の向上の実現を目指していきます。

そのため、市内関係機関と連携して横断的な施策に取り組むとともに、保育所・幼稚

園など子ども・子育て支援事業者、学校、市民などの多くの方の意見を取り入れながら

取組を広げていきます。

（１）市民の参画と協働

こども・子育てをめぐる問題は、地域や社会の仕組み全体と大きくかかわりを持って

います。そのため、子育てを単に家庭だけの問題としてとらえるのではなく、地域や関

係機関との連携のもと、また、子育てボランティアやＮＰＯなど協働で取り組み、この

計画を推進していきます。

（２）計画の推進体制

こども・子育て支援新制度における教育・保育、地域子育て支援事業の各種施策や、

次世代育成支援行動計画を継承する施策事業は、福祉、保健、医療、教育、商工労働、

まちづくりなど広範囲にわたり、それぞれが連携をとりながら基本理念に沿った事業

を展開することが必要です。

また、若者の自立やこどもの貧困といった新たな課題に対する施策には、教育委員会

（学校）との連携は不可欠です。

計画の着実な実行を促し、その目標を達成するためには、共通の課題意識を持ち、横

断的に取り組んでいくことが大切です。

２ それぞれの分野での役割

こども・子育ての各種施策が円滑かつ確実に実施され機能を発揮させるには、体制の

整備だけでなく、市民、家庭、施設、地域、企業、行政それぞれの分野がしっかりとし

た自覚を持ち、社会全体としての共通認識を持たなければなりません。

（１）市民

① おとなの役割

魅力あふれるまちを築くためには、行政が公共サービスを提供し、市民がそのサービ

スを受け取るというかたちではなく、地域を知り、地域に愛着を持つ市民それぞれがま

ちづくりに関わっていくかたちが求められています。市民一人ひとりが子育てやこど

も・若者の育ちに関心を持ち、その意見と要望をしっかりと聞き入れながら、支えてい

くことが重要になります。

② こども・若者の役割

こども・若者は地域に明るさや喜びをもたらす貴重な存在であるとともに、本計画の

最も重要な対象です。こども・若者それぞれが、自らの要望や関心を社会に対して発信

し、自身の権利を主張していくとともに、市の施策決定過程や本計画の推進過程に参画

していくことが重要になります。

（２）家庭の役割

① おとなの役割

家庭は、こども・若者の人格形成や基本的生活習慣の確立にとって重要な役割を持ち

ます。こども・若者の思いやりや自主性、責任感などを育むことができるよう、発達段

階に応じた適切な家庭教育を行っていくことが大切です。また、家族が親密なふれあい

をもち、こども・若者の意見を取り入れながら、相互に助け合える人間関係の形成に努

めることが重要です。
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② こども・若者の役割

家庭は、こども・若者が生まれ育つ上で重要な役割を担っています。こども・若者は、

保護者やその関係者との交流を通して、自主性や責任感、社会性を育むことが大切です。

また、家庭においても家族や保護者に対して積極的に要望や意見を伝え、保護者との協

働の中で良好な家庭環境が実現されるよう努めることが重要です。

（３）教育の役割

① おとなの役割

保育所、幼稚園、学校は、こどもの健やかな成長の過程で重要な時期を過ごす場であ

り、こどもたちが心豊かに主体的、創造的に生きていくための基礎的な資質や能力を育

む場です。人間性や社会性を十分に育むことができるよう、家庭や地域社会と協調・連

携し、地域における子育て支援機関として、多様な体験を通じて、「生きる力」を身に

つけられるよう教育を推進していく必要があります

① こども・若者の役割

こどもたちは、保育や教育の家庭を通して、主体的・創造的に生きていくための資質

や能力を育むとともに、豊かな心・健やかな体・確かな学力を身に付けていくことが重

要です。さらに、集団生活を通して集団の一員としての自覚を持ちながら、社会規範意

識を習得していくことが大切です。。

（４）地域の役割

① おとなの役割

地域社会は、地域に住む全ての人が健全な生活を営み、充実した日々を過ごすための

大切な場です。地域にとって、こども・若者は次代を担うかけがえのない「宝」であり、

こどもの成長や若者の交流を見守り、育んでいくことが重要になります。

全てのこども・若者が地域の人々との交流を通して健全に成長できるよう、近隣同士

のつながりを深めることが大切です。また、自治会など地域における各種の組織・団体

が相互に連携し、家庭や行政では十分に対応できない部分について手を差し延べ、積極

的な活動を展開することを期待します。

② こども・若者の役割

地域社会は、そこに住む人々が日々充実した健全な生活を営んでいくための大切な

場であり、こども・若者は、地域社会とのかかわりの中で社会性を身につけて成長して

いきます。こども・若者は、地域の人々と積極的に交流し、健全な成長と意見の形成を

行っていくことが大切です。また、特に若者には団体活動やボランティア活動などを通

して、地域の中に参画していき、地域の活性化を助けることを期待します。

（５）企業の役割

夫婦の共働きが増加する中で、企業は従業員に対して積極的な子育て支援を提供す

る役割を持ちます。働いている全ての人が、仕事時間と生活時間のバランスがとれる多

様な働き方を選択できるようにするなど、ゆとりある働き方が可能な就業環境や条件

の整備を進めることが重要です。また、地域社会の一員として、子育てにかかわる自主

的な活動を展開するなど、地域社会へのより一層の貢献と参画に努めることを期待ま

す。

（６）行政の役割

市は、この計画の内容を広く市民に知らせるとともに、家庭、学校、地域、企業と連

携しながら、保育、地域の子育て支援、母子保健、学校・家庭教育、こども・若者など

の支援をきめ細かく展開することが求められており、「仕事」、「保健・医療」、「子育て」、

「教育」、「男女共同参画」、「環境」などの幅広い視点から総合的にこども施策を推進し

なければなりません。また、子育て家庭の要望のみならず、こども・若者本人の要望や

意見に対して真摯に耳を傾け、そのニーズに対応していくことが求められています。
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３ 計画の進行管理

本計画を実効性のあるものとして推進するためには、計画にもとづく施策の進捗状

況とともに、計画全体の成果を検証することが重要です。

このため、「青梅市子ども・子育て会議」や、庁内組織である「青梅市子ども・子育

て支援事業計画検討委員会」において、ＰＤＣＡサイクルのプロセスにより、その進捗

状況を確認・評価していきます。

また、施策の実施に当たっては、柔軟で総合的な取組が必要であることから、検証し

た結果にもとづき、必要に応じ改善を図るため、第３部も含め、計画期間中であっても、

各年度施策の検証を行い、必要な見直しを行うこととします。

ＰＤＣＡサイクルのイメージ

従来の実績や将来の予測

などを基にして業務計画

を作成する

実施が計画に沿って

いない部分を調べて

改善する

策定

Action
改善

Plan

DoCheck
実施評価業務の実施が計画に

沿っているかどうかを

確認する 計画に沿って業務を行う
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